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明 細 書

発明の名称 ：

光学素子、光学薄膜形成装置、及び光学薄膜形成方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、曲面基板、光学 レンズなどの被成膜材の曲面状表面に光学薄膜

が形成された光学素子、その光学薄膜を形成する光学薄膜形成装置、及び光

学薄膜形成方法に関する。

背景技術

[0002] 光学薄膜の一種として、例えば、反射防止膜が知られている。デジタル力

メラなどに組み込まれる撮像 レンズ、液晶プロジェクタなどに組み込まれる

投射用レンズ、光学機器のカバーガラス等の表面には、透過光量の損失低減

、ゴース ト フレア等の発生を防止するために、多層の反射防止膜が設けら

れている。反射防止膜は、所期の反射防止特性が得られるように光学的膜厚

の膜厚分布が発生 しないように成膜する必要がある。 レンズ面に反射防止膜

を形成する場合には、通常の平面基板などの平坦な表面に成膜する場合と異

なり、 レンズ面が凸状あるいは凹状の曲面となっているので、 レンズ面中心

と周辺とで物理膜厚の膜厚分布が発生 しやすい。例えば、カメラ用レンズと

して用いられる凹メニスカスレンズの凹面に成膜する場合に、その周辺部で

は成膜されにくく、中心部に比べて物理膜厚が薄くなりやすい。このため、

レンズ面中心部と、その周辺とでは、光学的膜厚の分布により反射率に許容

範囲を超える差が生 じやすい。

[0003] 特許文献 1 (特開 2 0 1 1 — 8 4 7 6 0 号公報）には、スパッタリング法

を用いて反射防止膜を凹面レンズ面に形成する成膜方法が提案されている。

この成膜方法は、曲率半径の小さな凹面 レンズに成膜される反射防止膜等の

膜厚分布を改善することを目的とし、タ一ゲッ卜との間に配置 した膜厚調整

用のマスクを介 して、スパッタ法によって凹面レンズの凹球面に均一な膜厚

の薄膜を成膜する。この成膜方法では、マスクの円形の開口部の開口径およ



び位置を調整することで、 レンズ中心部にカゲを生 じるのを防ぎ、曲率半径

の小さな凹面 レンズに成膜される反射防止膜等の膜厚ムラを改善するように

している （特許文献 1 ：特開 2 0 1 1 —8 4 7 6 0 号公報の段落 0 0 0 8 ~

0 0 1 0 ) 。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献1 ：特開 2 0 1 - 8 4 7 6 0 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] 近年においては、光学系に要求される光学性能が高くなつており、これに

伴って反射防止膜などの光学薄膜にも性能の更なる向上が要求されている。

また、 レンズの大口径化、広角化が進み、曲率半径のより小さな凹面 レンズ

、凸面 レンズ、非球面 レンズ、自由曲面 レンズなどが多用されている。

[0006] 例えば、高性能デジタルカメラレンズには、凹面の最大面角度が4 0 度以

上の凹メニスカス形状の非球面 レンズが用いられている。このような最大面

角度の大きな凹面 レンズ面に形成 した反射防止膜において、 レンズ中心部と

周辺部に膜厚分布があると、それに起因する反射率差により、実写像にゴ一

ス トが生 じやすい。ゴース トが生 じると、カメラレンズ系の性能や光学 レン

ズ設計に大きく影響するので好ましくない。

[0007] ここで上記特許文献 1 において、凹面 レンズに対 して反射防止膜を成膜す

る場合には、膜厚調整用のマスクを設けなければならず、 レンズの被成膜面

全体に亘つて同時に反射防止膜を形成することが難 しく、膜厚のバラつきを

十分に抑えることが困難であつた。

[0008] また、面角度の変化する部分、特に、面角度が大きく変化する面周辺部で

は、 レンズ面への光線角度が大きくなるため、反射光の強度が強 くなりやす

く、反射 した光が撮像面の一部に集中してゴース トとなり、撮像画像の画質

が大幅に劣化することがある。そのため、膜厚分布をより均一にする必要が



ある。 しか し、従来の成膜方法では、周辺部 まで光学 的多層膜 の光学 的膜厚

を同 じに成膜 で きないので面角度 の変化する部分、特 に、面角度 が大 き くな

る面周辺部 について、膜厚分布 を均一 に成膜 することは、 困難 である。

[0009] この ように、上記特許文献 1 におけるスパ ッタ リング法 を用いて レンズ面

な どの曲面状表面 に成膜 する方法では、 レンズ面の全体 に亘 つて光学 的膜厚

が実質的に同 じになる光学薄膜 を形成 することが困難 である。 また、上記特

許文献 1 における成膜方法では、複数枚 の レンズに対 して成膜 を行 う場合 に

、 レンズ間において光学 的膜厚 にバ ラツキのない光学薄膜 を得 ることも困難

である。

[001 0] 上記 の問題 は、 レンズ以外の例 えば、 曲面型 ミラ一 （反射型光学素子）、

曲面型 フィル タ一、 ア レー状光学素子 （レンズア レー、 プ リズムア レー）、

ファイ ンダ一素子、 回折型光学素子、 フ レネル レンズな どの被成膜材 につい

てもあ り得 る。

[001 1] 本発 明の一実施形態の 目的は、被成膜材の曲面状表面全域 に光学 的膜厚 が

実質的に同 じ光学薄膜 が形成 された光学素子 を提供 することにある。 また、

本発明の一実施形態の 目的は、被成膜材の曲面状表面全域 に光学 的膜厚 が実

質的に同 じ光学薄膜 を形成可能な光学薄膜形成装置及び光学薄膜形成方法 を

提供 することにある。

課題を解決するための手段

[001 2] 本発 明の一実施形態 に係 る光学素子は、 曲面状 に形成 された曲面状表面 と

、 曲面状表面上 に形成 された光学薄膜 とを備 える。 曲面状表面 は、 曲面状表

面の中心 を含む第 1 の部位 と、第 1 の部位 か ら離れた第 2 の部位 とを有 する

。第 1 の部位上の光学薄膜 の光学 的膜厚 と、第 2 の部位上の光学薄膜 の光学

的膜厚 は、実質的に同 じである。

[001 3] 本発 明の一実施形態 に係 る光学薄膜形成装置 は、処理室 を有 し、 曲面状表

面 を有 する被成膜材 に光学薄膜 を処理室 において形成 する装置である。 この

装置 は、処理室 内の空気 を排気する排気部 と、真空状態 に保持 された処理室

内に活性 ガスおよび不活性 ガスを供給 するガス供給部 とを有 する。 また、 こ



の装置 は、処理室 内に設 け られ、被成膜材が配置 され る配置部 と、処理室 内

において配置部 に対向配置 されたターゲ ッ トとを有 する。 また、 この装置 は

、 ターゲ ッ トの粒子が出るようターゲ ッ トに電圧 を印加する電源 と、処理室

内に設 け られ、処理室 内の空間の一部分であ ってタ一ゲ ッ 卜と配置部 との間

の空間である特定空間を取 り囲む ことが可能である遮蔽部 とを有 する。

[0014] 本発 明の一実施形態 に係 る光学薄膜形成方法 は、 曲面状表面 を有 する被成

膜材 に光学薄膜 を形成 する方法である。 この方法 は、処理室 内の配置部上 に

被成膜材 を配置する配置工程 と、被成膜材が処理室 内に配置 された状態で、

処理室 内を真空排気する排気工程 とを有 する。 また、 この方法 は、真空排気

した後 に処理室 内に活性 ガスおよび不活性 ガスを供給 するガス供給工程 を有

する。 また、 この方法 は、活性 ガス及び不活性 ガスが供給 されている処理室

内に設 け られてお り配置部 に対向配置 されているターゲ ッ 卜に電圧 を印加す

ることによ り、不活性 ガスがタ一ゲ ッ 卜に衝突 してタ一ゲ ッ 卜か らタ一ゲ ッ

卜の粒子 を出すスパ ッタエ程 を有 する。 また、 この方法 は、処理室 内の空間

の一部分であ ってターゲ ッ トと配置部 との間の空間である特定空間を遮蔽部

によ り取 り囲んだ状態で、 スパ ッタエ程 によ り得 られ るターゲ ッ トの粒子、

または、活性 ガス と反応 した粒子が、被成膜材の曲面状表面 に堆積 する光学

薄膜形成工程 を有 する。

発明の効果

[001 5] 本発 明の一実施形態 に係 る光学素子は、 曲面状表面全域 に光学 的膜厚 が実

質的に同 じ光学薄膜 を有 するので、光学特性 が実質的に同 じ （均一）である

ことが期待 で きる。

[001 6] 本発 明の一実施形態 に係 る装置及び方法 は、光学 的膜厚 が実質的に同 じ光

学薄膜 を被成膜材の曲面状表面全域 に形成 することがで きる。

図面の簡単な説明

[001 7] [ 図 1] 本発 明の一実施形態 に係 る反応性 スパ ッタ リング装置の概念図である。

[ 図2] 図 1 の反応性 スパ ッタ リング装置の処理室 内のタ一ゲ ッ 卜粒子が レンズ

に堆積 する様子 を示す図である。



[ 図3 ] 本発明の一実施形態 に係 る光学 レンズの構成例、及び、本発明の一実施

形態 においてタ一ゲ ッ 卜粒子が光学 レンズに堆積 した様子を示す図である。

[ 図4 ] 本発明の一実施形態 に係 る レンズ面 における反射率の測定部位 を示す図

である。

[ 図 5 ] 実施例 1 における反射防止膜の膜構成 および反応性 スパ ッタ リングによ

る成膜条件 を示す図である。

[ 図 6 ] 実施例 1 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面 を示す断面図、 お

よび、 レンズ面 に形成 された反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。

[ 図7 ] 実施例 1 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面の一部の測定位置

における反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。

[ 図8 ] 実施例 2 における反射防止膜の膜構成 および反応性 スパ ッタ リングによ

る成膜条件 を示す図である。

[ 図 9 ] 実施例 2 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面 を示す断面図、 お

よび、 レンズ面 に形成 された反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。

[ 図 10 ] 実施例 2 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面の一部の測定位

置 における反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。

[ 図 11] 実施例 3 における反射防止膜の膜構成 および反応性 スパ ッタ リングに

よる成膜条件 を示す図である。

[ 図 12 ] 実施例 3 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面 を示す断面図、

および、 レンズ面 に形成 された反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。

[ 図 13 ] 実施例 3 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面の一部の測定位

置 における反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。

[ 図 14] 実施例 4 における反射防止膜の膜構成 および反応性 スパ ッタ リングに

よる成膜条件 を示す図である。

[ 図 15 ] 実施例 4 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面 を示す断面図、

および、 レンズ面 に形成 された反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。

[ 図 16 ] 実施例 4 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面の径方向に並ぶ

一部の測定位置 における反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。



[ 図 17 ] 実施例 5 における反射防止膜の膜構成 および反応性 スパ ッタ リングに

よる成膜条件 を示す図である。

[ 図 18 ] 実施例 5 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面 を示す断面図、

および、 レンズ面 に形成 された反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。

[ 図 19 ] 実施例 5 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面の一部の測定位

置 における反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。

[ 図20] 実施例 6 における反射防止膜の膜構成 および反応性 スパ ッタ リングに

よる成膜条件 を示す図である。

[ 図2 1 ] 実施例 6 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面 を示す断面図、

および、 レンズ面 に形成 された反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。

[ 図22] 実施例 6 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面の一部の測定位

置 における反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。

[ 図23] 比較例 1 における反射防止膜の膜構成 および蒸着法 による成膜条件 を

示す図である。

[ 図24] 比較例 1 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面 を示す断面図、

および、 レンズ面 に形成 された反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。

[ 図25] 比較例 1 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面の一部の測定位

置 における反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。

[ 図26] 比較例 2 における反射防止膜の膜構成 およびスパ ッタ法 による成膜条

件 を示す図である。

[ 図27] 比較例 2 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面 を示す断面図、

および、 レンズ面 に形成 された反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。

[ 図28] 比較例 2 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面の一部の測定位

置 における反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。

発明を実施するための形態

以下、本発明の実施形態 を説明する。なお、以下に説明する実施形態は特

許請求の範囲にかかる発明を限定するものではな く、 また実施形態の中で説

明されている諸要素及びその組み合わせの全てが発明の解決手段 に必須であ



るとは限 らない。

[001 9] また、以下の説明において、 「光学的膜厚が実質的に均一または実質的に

同 じ」 とは、光学薄膜 におけるある分光特性 （以下において、反射防止膜の

分光反射率 を例 に説明する。一般的に 「分光反射率」 とは、反射率 を波長の

関数 と して表 したものをいう （非特許文献 ： 「光用語辞典 P 2 3 7 、発行元

：才一厶社）。 また、本明細書 においては、 「分光反射率」を 「分光反射特

性」や 「特性曲線」 とも表記する。）の所定値 において、 レンズの中心位置

と周辺部 とにおける波長差が小さ く、具体的には所定値の範囲内になること

いう。 ここで、光学的膜厚は、屈折率 n と物理膜厚 d との積で表 される。

[0020] 図 1 は、本発明の一実施形態に係 る反応性スパ ッタ リング装置の概念図で

あ り、図 2 は、図 1 の反応性スパ ッタ リング装置の処理室内のターゲ ッ ト粒

子が レンズに堆積する様子を示す図であ り、図 3 は、本発明の一実施形態に

係 る光学 レンズの構成例、及び、本発明の一実施形態においてターゲ ッ ト粒

子が光学 レンズに堆積 した様子を示す図である。

[0021 ] 図 1 ~ 3 を参照 して説明すると、反応性スパ ッタ リング装置 1 は所定の真

空状態を形成可能な処理室 2 を備える。処理室 2 の内部 には、成膜対象の光

学 レンズ 3 ( ワーク）を設置するためのワークホルダ一 4 が配置される。 ヮ

—クホルダ一 4 のワーク設置面 4 a に 1 個あるいは複数個の光学 レンズ 3 が

設置される。 ワーク設置面 4 a に対 して、一定の距離で、スパ ッタ用のタ一

ゲ ッ 卜5 が平行に対向配置されている。 ターゲ ッ ト5 の背面には電極、例え

ばスパ ッタ電極 6 が配置されてお り、 このスパ ッタ電極 6 には例えば電源 7

か ら電圧が印加される。

[0022] タ一ゲ ッ 卜5 とワーク設置面 4 a との間の空間である特定空間 8 は、処理

室 2 内の空間における一部の空間であるが、反応性スパ ッタ リング装置 1 は

、特定空間 8 の周囲 （ここでは、 ターゲ ッ ト5 か らワークホルダ一 4 に向か

う方向に対 して垂直な方向の範囲）を取 り囲むことができる遮蔽部 9 を有す

る。

[0023] 遮蔽部 9 は、特定空間 8 の全周又はその大部分を取 り囲むことができる。



遮蔽部 9 は、一枚のシ一 卜が折られる或いは曲げられる等により構成された

筒状部材でも良いし、複数の部材 （例えば、円弧状又は平板状の部材）の組

合せにより構成された部材であっても良い。遮蔽部 9 の材質は、 S U S 製ま

たはセラミック製であることが好ましい。

[0024] 遮蔽部 9 の最下部 9 a (ワーク設置面 4 a 側の端部）の位置は、ヮ一クホ

ルダ一4 に配置された光学 レンズ3 の最も高いターゲッ卜5 側の面 （図 1 で

は、光学 レンズ3 の上面）と同 じ高さ位置か、それよりも低い位置である。

このため、特定空間 （特に、光学 レンズ3 の上面からターゲット5 の表面 5

a にかけた空間） 8 は、処理室 2 内において特定空間 8 の周囲の空間から遮

蔽される。このとき、特定空間 8 は閉空間となっている。このような構成を

とることにより、特定空間 8 から周囲へのタ一ゲッ卜原子あるいはその化合

物粒子の拡散を抑制することができ、特定空間 8 における導入ガス （A r ガ

ス及び0 2ガス）及びそれらガスのイオン （A r イオンや酸素イオン）を含む

物質からなるプラズマのプラズマ濃度 （密度）を高めることができ、プラズ

マの濃度が高まるとプラズマは一様に分布する。特定空間 8 において、タ一

ゲッ卜原子、化合物粒子の粘性流領域を形成でき、光学 レンズ3 の非球面 レ

ンズ面 3 a 全域に、実質的に均一な光学的膜厚の反射防止膜を形成すること

ができる。

[0025] また、反応性スパッタリング装置 1 は、位置変更部 1 5 を有する。位置変

更部 1 5 は、第 1 の変更と第 2 の変更のうちの少なくとも一方を行う。第 1

の変更は、遮蔽部 9 のワークホルダ一4 に対する相対的な位置を、第 1 の位

置 （図 1 に示されるように、遮蔽部 9 が特定空間 8 を取り取り囲んで閉空間

を形成することのできる位置、言い換えると、光学 レンズ3 に反射防止膜 1

4 の光学的膜厚の膜厚分布が所望の分布になるように形成できる位置）から

第 2 の位置 （第 2 の位置とは、例えば、ワークホルダ一4 へ光学 レンズ3 を

配置すること、及び、ワークホルダ一4 から光学 レンズ3 を取り出すことの

うちの少なくとも一方の作業が可能となる程度に遮蔽部 9 がワークホルダ一

4 に対 して相対的に離れた位置である。）へと変更することである。第 2 の



変更は、遮蔽部 9 のワークホルダ一4 に対する相対的な位置を、上記第 2 の

位置から上記第 1 の位置へと変更することである。本実施形態では、位置変

更部 1 5 は、遮蔽部 9 を、上下に昇降させる等の方法により、上記第 1 の変

更と上記第 2 の変更の両方を行うことができる。

[0026] 処理室 2 は、真空ポンプ 1 0 を備えた排気機構 1 1 によって真空引き可能

となっている。また、処理室 2 には、不活性ガス供給機構 1 2 からA r ガス

などの不活性ガスが供給され、活性ガス供給機構 1 3 から0 2ガス或いはN 2

ガスなどの活性ガスが供給される。不活性ガス供給機構 1 2 は、不図示の不

活性ガス供給源から、バルブ 1 2 a 、マスフ口一コン トローラ一 1 2 b 、及

びバルブ 1 2 c を介 して処理室 2 に不活性ガスを供給する。活性ガス供給機

構 1 3 は、不図示の活性ガス供給源からバルブ 1 3 a 、マスフ口一コン ト口

—ラ一 1 3 b 、及びバルブ I 3 c を介 して処理室 2 に活性ガスを供給する。

[0027] 被成膜材の一例である光学 レンズ3 は、図 3 に示すように、例えば非球面

凹レンズであり、その凹状の非球面 レンズ面 3 a が成膜対象の曲面状表面で

ある。この非球面 レンズ面 3 a に、例えば多層の反射防止膜 1 4 が、上述 し

た本発明の反応性スパッタリングによる成膜形成方法によって形成される。

非球面 レンズ面 3 a は、例えばその最大面角度 が4 0 度以上の非球面から

なる。面角度 は、非球面 レンズ面 3 a に引いた法線とレンズ光軸 3 A との

なす角である。非球面 レンズ面 3 a の外周縁 3 b の外径は、 レンズ有効径ょ

りも大きい。非球面 レンズ面 3 a の外周縁 3 b には、 レンズ光軸 3 A に直交

する方向に、一定幅の円環状のラン ド面 3 c が連続 している。ここで、この

光学 レンズ3 における球欠長さZ は、光学 レンズ3 のラン ド面 3 c の高さ位

置から光学 レンズ3 のセンタ一 Pの高さ位置までのレンズ光軸 3 A に沿つた

方向の長さである。

[0028] ここで、本発明の一実施形態に係る光学薄膜形成方法では、反応性スパッ

タリングによる成膜が行われる処理室 2 内において、特定空間 8 内を飛散す

るタ一ゲッ卜粒子 （プラズマ放電によってタ一ゲッ卜5 からスパッタされた

粒子、及び、その粒子と活性ガスの化合物である化合物粒子）が粘性流状態



となる粘性流領域 内に光学 レンズ 3 の非球面 レンズ面 3 a が位置するように

、 ワークホル ダ一 4 とターゲ ッ ト5 の相対的な位置が設定される。すなわち

、光学 レンズ 3 が設置 されるワークホル ダ一 4 の ワーク設置面 4 a の高さ位

置 （ターゲ ッ ト5 との距離）が、粘性流領域 内に光学 レンズ 3 の非球面 レン

ズ面 3 a が位置するように設定される。なお、粘性流状態 とは、粒子同士の

衝突が大半 を占め、圧力が高 く平均 自由行程の短い状態である。例 えば、光

学 レンズ 3 は、 ターゲ ッ ト粒子の平均 自由行程 と、遮蔽部 9 の内側面の距離

との比で求め られるクヌ一セ ン数が 0 . 0 1 よ り小さい領域 に配置 されてい

る。 また、 ワークホル ダ一 4 及びターゲ ッ ト5 は、光学 レンズ 3 をワークホ

ル ダ一 4 上 に配置 した状態 において、曲面状表面の面径 D を凹面形状 におけ

る球欠長 さ Z で除 した値 を、 ターゲ ッ 卜5 表面か ら光学 レンズ 3 の凹面形状

の最 も遠い位置 までの距離 L でさ らに除 した ときの値が 0 . 0 1 0 ~ 1 0 の

範 囲 となるように配置 されている。

反応性 スパ ッタ リング装置 1 における反応性 スパ ッタ リングによる成膜動

作 においては、図 2 に示すように、成膜対象の光学 レンズ 3 が ワークホル ダ

一 4 に設置 された後 に、処理室 2 内が所定の真空状態 に保持 され、不活性 ガ

ス及び活性 ガスが処理室 2 内に供給 される。 このように供給 された不活性 ガ

スの原子によってタ一ゲ ッ 卜5 の表面か ら粒子 （タ一ゲ ッ 卜オ リジナル粒子

) 6 がは じき出される （スパ ッタされる）。 スパ ッタされたターゲ ッ ト才

リジナル粒子 1 6 は、特定空間 8 に存在するターゲ ッ ト粒子 （他のターゲ ッ

卜オ リジナル粒子、及び、化合物粒子の少な くとも一方） 1 6 や、 ガスの粒

子 1 7 ( A r 粒 子、 0 2粒子、 A r イオ ン粒子、 または 0 2 イオ ン粒子） と繰

り返 し衝突することとなる。 この過程 において、 ターゲ ッ トオ リジナル粒子

6 は、活性 ガスによって酸化物な どの化合物 と しての粒子 （化合物粒子）

になる。 また、 ガスの粒子 1 7 は、持 っているエネルギーが大 きいため、遮

蔽部 9 に衝突 した場合 には、遮蔽部 9 で跳ね返 る。 そ して、 この過程で生成

された化合物粒子 1 6 は、光学 レンズ 3 の非球面 レンズ面 3 a に付着堆積 し

て、光学薄膜 1 4 が形成 される。



[0030] 図 2 に示すように、本発明の一実施形態に係 る光学薄膜形成方法では、 タ

—ゲ ッ 卜粒子 （ターゲ ッ 卜オ リジナル粒子及び化合物粒子）の粘性流領域内

に光学 レンズ 3 の非球面 レンズ面 3 a が位置するよう、 ターゲ ッ ト5 に対す

るワークホルダ一 4 の相対的な位置が定め られている。粘性流領域内におい

ては、光学 レンズ 3 の非球面 レンズ面 3 a の各部 に化合物粒子が回 り込み、

非球面 レンズ面 3 a の中心部か ら周辺部の全てに対 してほぼ均等にその法線

方向か ら粒子が衝突する。

[0031 ] この結果、図 2 を用いて説明 したように、化合物粒子 1 6 が レンズ面 3 a

に堆積すると、各光学 レンズ 3 において、図 3 に示すように、非球面 レンズ

面 3 a の全域 に、実質的に均一な光学的膜厚の反射防止膜 1 4 が形成 される

。 また、複数の光学 レンズ 3 の レンズ面 3 a を同時に成膜 した場合において

、複数の光学 レンズ 3 間において、光学的膜厚のバラツキが実質的にな く、

複数の光学 レンズ 3 に、実質的に均一な光学的膜厚の反射防止膜 1 4 が形成

される。 これに加えて、 レンズ面径外側の平坦なラン ド面 3 c においても、

非球面 レンズ面 3 a と同様 に、光学的膜厚が実質的に同 じ （均一な）反射防

止膜 1 4 がラン ド面 3 c の端部 まで形成 される。 この部分の成膜は光学 レン

ズを使用する際の光学 レンズ 3 自体の光学特性 には影響 しないが、 レンズと

して使用 した際、 ラン ド面 3 c へ入射する迷光に起因する影響や光学 レンズ

3 の反射防止膜 1 4 の耐候性が改善 されるという優れた効果が得 られる。 ま

た、本実施形態では、物理膜厚 と屈折率の積か らなる光学的膜厚が実質的に

同 じ （均一）である反射防止膜 1 4 を形成することができる。 この反射防止

膜 1 4 の光学的膜厚は、 1 つの光学 レンズ 3 及び複数の光学 レンズ 3 間にお

いて実質的に同 じに形成することができる。

[0032] 光学 レンズ 3 の非球面 レンズ面 3 a をターゲ ッ ト原子、その化合物粒子の

粘性流領域内に配置するためには、 ターゲ ッ ト5 に対 して非球面 レンズ面 3

a を近接配置する。具体的には、非球面 レンズ面 3 a か らターゲ ッ ト5 の表

面 5 a までの最大距離 L が、 0 . 1 m m ~ 2 0 0 m mの範囲内の値 となるよ

うに設定することが望 ま しい。 また、非球面 レンズ面 3 a か らターゲ ッ ト5



の表面 5 a までの最大距離 しが、 3 0 m mから5 0 m mの範囲内の値となる

ように設定することが望ましい。図 1 に示す非球面凹レンズの場合には、タ

—ゲッ卜表面 5 a からレンズ面中心位置までの距離が最大距離 L である。

[0033] なお、 0 . 1 m mよりも接近させた位置にも配置できるが、成膜中の基板

( レンズ）やターゲットの熱膨張による接触、ターゲット面の面精度 （表面

粗さ）、成膜装置の機械精度などを考慮すると、 0 . 1 m m以上の距離とす

ることが望ましい。

[0034] また、本発明者等の実験によれば、光学 レンズ3 の球面凸レンズ面、球面

凹レンズ面、非球面凸レンズ面、非球面凹レンズ面に対 して、反射防止膜な

どの光学薄膜を形成する場合には、表 1 に示す成膜条件に従って反射防止膜

の形成を行うことが好ましいことが確認された。

[0035] 具体的には、ターゲット表面 5 a と光学 レンズ3 のレンズ面 3 a の最大距

離 L を0 . 1 m m~ 2 0 0 m mの範囲内に設定 し、表 1 に示す成膜条件に従

つて本発明による成膜を行って、表 1 に列記の構成の膜材料からなる光学薄

膜を形成 したところ、光学的膜厚が実質的に同 じ （均一な）光学薄膜を形成

できることが確認された （後述の実施例 1 ~ 6 ) 。なお、表 1 においては投

入パヮ一としてS i 0 2薄膜、 N b 2 0 5薄膜を形成する場合の条件 （成膜条件

) を記載 しているが、これら以外の種類の光学薄膜については、 S i 0 2薄膜

の場合と同一範囲の投入パワーとすることができる。



[表 1]

[0036] なお、上記表 1 において、下記の点に注意すべきである。

屈折率表記 （ス= 5 5 0 n m )

M = . 5 5 ~ . 8 0

H = . 8 0 2 . 6 0

L = . 3 0 . 5 5

[0037] 以下に、本発明の一実施形態に係る光学薄膜形成方法の効果を確認するた

めに本発明者等が行った実施例 1 ~ 6 および比較例の一部を説明する。なお

、比較例 1 は真空蒸着法により反射防止膜を形成 したものであり、比較例 2

は、スパッタ法により反射防止膜を形成 したものである。

[0038] まず、実施例 1 ~ 6 、比較例 1 ~ 2 のレンズ形状、基材の硝種名、反射防

止膜の層数は次の通りである。なお、硝種 「B 2 7 0 」はS C H O T T 社製

のものであり、それ以外の硝種はH O Y A 株式会社製のものである。

[0039] < 一覧>

< < 実施例一覧> >



(実施例 1 ) 凹半球 レンズ、 B 2 7 0 7

(実施例 2 ) 凹半球 レンズ、 B 2 7 0 7

(実施例 3 ) 凹非球面 レンズ、 M — T A F 0 1

(実施例 4 ) 凹非球面 レンズ、 M — T A F D 3 0 5 7 層

(実施例 5 ) 凹非球面 レンズ、 M — T A F D 3 0 5 7 層

(実施例 6 ) 凹非球面 レンズ、 M — T A F D 3 0 5 層 ( S i 0 2 )

< < 比較例 一覧 > >

(比較例 1 ) 凹非球面 レンズ、 M _ T A F D 3 0 5 1 層 （S i 0 2 )

(比較例 2 ) 凹非球面 レンズ、 M _ T A F D 3 0 5 1 層 （S i 0 2 )

[0040] 表 2 に、実施例 1 ~ 6 、比較例 1 2 で使 用 した膜構成材料、 ターゲ ッ ト

材料 （蒸発材料） および適用屈折率 を示 す。

[ 表 2]

[0041 ] な お、上記表 2 において、 下記 の点 に注意 すべ きであ る。

屈折率 は ス=550nmにおける屈折率 であ る。

[0042] 図 4 は、 レンズ面 における反射率 の測定部位 を示 す図であ る。 図 4 は、実

施例 1 〜 6 お よび比較例 1 2 において反射率 を測定す る対象 の凹面 レンズ

の上面 図 と、 凹面 レンズの断面 図 とを示 している。

[0043] 実施例 1 ~ 6 および比較例 1 2 においては、反射率 の測定位置 は、光学

レンズ 3 の レンズ面 3 a の レンズ光軸 3 A 上 の セ ン タ 一 （レンズ 中心位置）



口と、センタ一 Pから離れている複数の位置 （A 1 ~ A 4 、 B 1 ~ B 4 、 C

~ C 4 ) である。具体的には、反射率の測定位置A 1 ~ A 4 は、 レンズ光

軸 3 A を中心とする半径 R A の同一周上に均等な間隔で配置されている。反

射率の測定位置 B 1 ~ B 4 は、 レンズ光軸 3 A を中心とする半径 R B の同一

周上に均等な間隔で配置されている。反射率の測定位置C 1 ~ C 4 は、 レン

ズ光軸 3 A を中心とする半径 R C の同一周上に均等な間隔で配置されている

。また、反射率の測定位置A i - C i ( ί = 1、 2 、 3 、 4 ) は、同一の径

上に配置されている。

[0044] より具体的には、 レンズ面 3 a のレンズ光軸 3 Α 上のセンタ一 Ρ と、 レン

ズ面 3 a における第 1 の面角度 （例えば、 3 0 度）であるレンズ面 3 a の同

—周 （レンズ光軸 3 A を中心とする半径 R A の円周）上の複数位置 （A 1 ~

A 4 ) と、第 1 の面角度よりも大きい第 2 の面角度 （例えば、 4 0 度）であ

るレンズ面の同一周 （レンズ光軸 3 A を中心とする半径 R B の円周）上の複

数位置 （B 1 ~ B 4 ) と、第 2 の面角度よりも大きい第 3 の面角度 （例えば

、 5 0 度）であるレンズ面の同一周 （レンズ光軸 3 A を中心とする半径 R C

の円周）上の複数位置 （C 1 ~ C 4 ) とを反射率を測定する位置としている

。同一周上の各測定位置は、円周方向に9 0 度の角度間隔をもった位置であ

る。また、図4 の光学 レンズの上面図に示すように、位置A 1、 B 1、及び

C 1 と、位置A 2 、 B 2 、及びC 2 と、位置A 3 、 B 3 、及びC 3 と、位置

A 4 、 B 4 、及びC 4 とは、それぞれ、同一の径上に位置 している。

[0045] (実施例 1 )

[0046] 図 5 に示す条件 （膜構成、成膜条件）で、図 6 ( a ) に示す形状の凹半球

レンズの凹半球 レンズ面 （面径 D = 3 7 . 6 m m、球欠長さZ = 1 3 .

8 m m) に 7 層からなる反射防止膜を形成 した （図 6 ( a ) に示すレンズの

曲率半径 Rは 2 O m mである）。形成された反射防止膜の分光反射率を、図

4 に示す各測定位置で測定 した。測定位置は、 レンズ中心位置 P と、 レンズ

光軸を中心とした円周方向に9 0 度の角度間隔をもった4 方向の位置とであ

り、これら円周方向の各測定位置としては、径方向に面角度が 3 0 度、 4 0



度、および 5 0 度の 3 箇所の位置を測定位置とした。本例の場合には、面角

度が 3 0 度の位置は、 レンズ光軸を中心とする直径が 1 5 . 2 m mの位置で

あり、面角度が4 0 度の位置はレンズ光軸を中心とする直径が 2 2 . 2 m m

の位置であり、面角度が 5 0 度の位置はレンズ光軸を中心とする直径が 3

. 4 m mの位置である。

なお、 「分光反射率」とは、反射率を波長の関数として表 したものをいう

(非特許文献 ： 「光用語辞典 P 2 3 7 、発行者 ：才一ム社）。本明細書にお

いては、 「分光反射率」を同 じ意味として 「分光反射特性」や 「特性曲線」

とも表記する。

[0047] なお、本明細書においては、基準波長ス。= 5 5 0 n mにおける光学的膜厚

係数 k に相当する記号として、 x 、 y を用いる。具体的には、光学的膜厚係

数 k を X 1 ~ x 4 及び y ~ y 3 を用いて示す。膜構成を示す光学的膜厚係

数 x 、 y の数値は、以下の数値範囲を適用可能である。なお、光学的膜厚は

、屈折率 n と物理膜厚 d との積で表され、具体的には、 门 = に ズ ス 。 4 と

表される。これらは実施例 2 乃至 5 の多層 （7 層）の反射防止膜についても

同様である。

X 1 = 0 . 0 〜 0 . 5 0

X 2 = 0 . 0 0 . 6 0

X 3 = 0 . 0 0 . 5 0

X 4 = 0 . 7 0 . 3 0

y 1 = 0 . 3 0 . 0 0

y 2 = 0 . 8 0 . 5 0

y 3 = 0 . 4 0 . 0 0

[0048] ここで、反応性スパッタリングによる成膜時には、ターゲット5 の表面と

凹半球 レンズの凹半球 レンズ面との間の最大距離 L (図 1参照）を、 3 0 m

m~ 5 0 m mの範囲内の値に設定 した。また、各層の成膜速度を、 0 . 0 1

~ 2 . 0 0 n m/ s e c の範囲内となるように制御 した。

[0049] 図 6 ( b ) には、形成された 7 層の反射防止膜の各測定位置における分光



反射特性 を示 している。分光反射特性 を表す各曲線 （特性曲線）は、反射防

止膜 を形成 した凹半球 レンズ面 （光学面）に光線が入射角 0 度で入射 したと

きの分光反射特性 を、縦軸 に光の反射率 （％) 、横軸 に波長 （n m ) をとつ

た場合の測定値である。以下の実施例 2 ~ 6 、比較例 1 ~ 2 に対応する分光

反射特性 についても同様である。

[0050] 図 6 ( b ) に示す特性曲線か ら分かるように、 これ らは可視光の各波長帯

域 において特性 に分布は存在する。 しか しなが ら、形成 された反射防止膜 1

4 が レンズ面の中心部分および周辺部分において生 じている程度の光学特性

分布では レンズと して使用 したときに実写像 にゴ一ス 卜は生 じてお らず光学

的膜厚が実質的に同 じ反射防止膜 1 4 が形成 されていると言える。

[0051 ] ここで、反射防止膜 1 4 の光学特性 を評価する指標 と して、 ∆ ス、 ∆ ス 1

、及び ∆ ス2 を用いる。 ここで、 ∆ スとは、反射率 n % ( n は、任意の値）

となる場合における、センタ一 P での波長 と、センタ一 P 以外の測定位置で

の波長のうちでセンタ一 P での波長か ら最も離れている波長 との波長差であ

る。 また、 ∆ ス 1 とは、最も短波長側の ∆ スを示 し、 ∆ ス2 とは、最も長波

長側の ∆ スを示す。 ここで、 ∆ スの値が小さいほど、センタ一 P 以外の各測

定位置での反射率 と、センタ一 P での反射率 とのバラツキが小さいこと、す

なわち、センタ一 P とそれ以外の測定位置 との光学的膜厚の均一の度合いが

高い （分布の程度が小さい） ことを意味 している。 この ∆ スを用いることに

より、センタ一 P の光学的膜厚 と、それ以外の測定位置の光学的膜厚 とが、

実質的に同 じであるか否かを判定することができる。

[0052] なお、発明者 らは、実施例 1 ~ 6 において説明する反射防止膜 1 4 を形成

し、光学特性 （分光反射率）について測定 した結果に基づき、波長差 ∆ ス

及び ∆ ス2 の基準値 を算出 している。実施例 1 ~ 6 において、波長差が基準

値以下である場合には、本発明により反射防止膜 1 4 を形成 した レンズを使

用 したときにゴ一ス 卜は生 じていないことが確認された。

[0053] 実施例 1 ~ 6 および比較例 1 ~ 2 においては、反射率が、例えば、 1 . 0

% と したときの ∆ ス 1 が 3 0 n m以下である場合、及び/ 又は、 ∆ ス2 が 6



0 n m以下である場合には、センタ一 Pでの反射率に対するセンタ一 P以外

の測定位置での反射率についてのバラツキがない、すなわち、各測定位置で

の光学的膜厚が実質的に同 じ （均一）であるものとして考えている。なお、

光学的膜厚が実質的に同 じ （均一）であるか否かの判定に用いる基準値は、

上記に限られず、光学 レンズ3 に要求されている性能等に応 じて変更するよ

うにしても良い。

[0054] 図 6 ( b ) に示す特性曲線から分かるように、実施例 1 において形成され

た反射防止膜については、反射率 1 . 0 % における∆ ス 1 は、 6 n mであつ

て 3 0 n mより短いので、光学的膜厚が実質的に同 じ反射防止膜が形成され

ていることを表 しており、また、反射率 1 . 0 % における∆ ス2 は、 1 6 η

mであって 6 0 n mより短いので、光学的膜厚が実質的に同 じ反射防止膜が

形成されていることを表 している。

[0055] 図 7 は、実施例 1 における被成膜対象の光学 レンズのレンズ面の一部の測

定位置における反射防止膜の分光反射特性を示す図である。図 7 ( a ) は、

センタ一 P と、径方向に並ぶ複数の測定位置 （位置A 1、 B 1、 C ) とに

おける分光反射特性を示 し、図 7 ( b ) は、センタ一 P と、周方向に並ぶ複

数の測定位置 （位置C 1、 C 2 、 C 3 、 C 4 ) とにおける分光反射特性を示

す。

[0056] 図 7 ( a ) に示すように、実施例 1 において形成された反射防止膜につい

ては、径方向に並ぶ複数の測定位置 （位置A 1、 B 1、 C ) についての反

射率 1 . 0 % における∆ ス 1 は、 2 n mであって 3 0 n mより短 く、また、

∆ ス2 は、 1 4 n mであって 6 0 n mより短いので、センタ一 P と、径方向

に並ぶ複数の測定位置とでは、反射防止膜の光学的膜厚のバラツキが小さい

ことを表 している。

[0057] また、図 7 ( b ) に示すように、実施例 1 において形成された反射防止膜

については、周方向に並ぶ複数の測定位置 （位置C 1、 C 2 、 C 3 、 C 4 )

についての反射率 1 . 0 % における∆ ス 1 は、 4 n mであって 3 0 n m以下

であり、また、 ∆ ス2 は、 1 4 n mであって 6 0 n m以下であるので、セン



タ一 P と、周方向に並ぶ複数の測定位置 とでは、反射防止膜の光学的膜厚の

バラツキが小さいことを表 している。

[0058] (実施例 2 )

[0059] 図 8 に示す条件 （膜構成、成膜条件）で、図 9 ( a ) に示す形状の凹半球

レンズの凹半球 レンズ面 （面径 D = 1 8 . 8 m、球欠長さ Z = 6 . 5 9 m

m ) に 7 層か らなる反射防止膜 を形成 した （図 9 ( a ) に示す レンズの曲率

半径 R は 1 0 m mである）。実施例 2 で使用 した凹半球 レンズは、実施例 1

で使用 した凹半球 レンズ （図 6 ( a ) 参照）よりも面径が小さい。形成 され

た反射防止膜の分光反射率 を、実施例 1 の場合 と同様な各位置において測定

した （図 4 参照）。本例では、面角度が 3 0 度の測定位置は、 レンズ光軸 を

中心 とする直径が 7 . 6 m mの位置であ り、面角度が 4 0 度の測定位置は レ

ンズ光軸 を中心 とする直径が 1 1 . 1 m mの位置であ り、面角度が 5 0 度の

測定位置は レンズ光軸 を中心 とする直径が 1 5 . 7 m mの位置である。

[0060] 本例 においても、反応性スパ ッタ リングによる成膜時には、 ターゲ ッ トの

表面 と凹半球 レンズの凹半球 レンズ面 との間の最大距離 L (図 1 参照）を、

3 0 m m ~ 5 0 m mの範囲内の値 に設定 した。 また、成膜時の投入パ ワーは

S ί 0 2膜の場合には 3 k w 、 N b 2 0 5膜の場合には 2 k w と し、各層の成膜

速度 を、 0 . 0 1 ~ 2 . 0 0 n m / s e c の範囲内となるように制御 した。

[0061 ] 図 9 ( b ) には、形成 された 7 層の反射防止膜の各測定位置における分光

反射特性 を示 している。 これ らの特性曲線は可視光の各波長帯域 において特

性 に分布は存在する。 しか しなが ら、形成 された反射防止膜 1 4 が レンズ面

の中心部分および周辺部分において生 じている程度の光学特性分布では、 レ

ンズと して使用 したときに実写像 にゴ一ス 卜は発生せず、光学的膜厚が実質

的に同 じ反射防止膜が形成 されていることを表 している。

[0062] よ り具体的には、図 9 ( b ) に示す特性曲線か ら分かるように、実施例 2

において形成 された反射防止膜 については、反射率 1 . 0 % における∆ ス 1

は、 1 5 n mであって 3 0 n m より短 く、光学的膜厚が極めて均一 （実施的

に同 じ）な膜が形成 されていることを表 してお り、 また、反射率 1 . 0 % に



おける∆ ス2 は、 2 9 n mであって 6 0 n mより短いので、光学的膜厚が実

質的に同 じ反射防止膜が形成されていることを表 している。

[0063] 図 1 0 は、実施例 2 における被成膜対象の光学 レンズのレンズ面の一部の

測定位置における反射防止膜の分光反射特性を示す図である。図 1 0 ( a )

は、センタ一 P と、径方向に並ぶ複数の測定位置 （位置A 1 、 B 1 、 C )

とにおける分光反射特性を示 し、図 1 0 ( b ) は、センタ一 P と、周方向に

並ぶ複数の測定位置 （位置C 1 、 C 2 、 C 3 、 C 4 ) とにおける分光反射特

性を示す。

[0064] 図 1 0 ( a ) に示すように、実施例 2 において形成された反射防止膜につ

いては、径方向に並ぶ複数の測定位置 （位置A 1 、 B 1 、 C ) についての

反射率 1 . 0 % における∆ ス 1 は、 1 1 n mであって 3 0 n mより短 く、ま

た、 ∆ ス2 は、 2 0 n mであって 6 0 n mより短いので、センタ一 P と、径

方向に並ぶ複数の測定位置とでは、反射防止膜の光学的膜厚のバラツキが小

さいことを表 している。

[0065] また、図 1 0 ( b ) に示すように、実施例 2 において形成された反射防止

膜については、周方向に並ぶ複数の測定位置 （位置C 1 、 C 2 、 C 3 、 C 4

) についての反射率 1 . 0 % における∆ ス 1 は、 1 5 门 でぁって 3 0 门

より短 く、また、 ∆ ス2 は、 2 9 n mであって 6 0 n mより短いので、セン

タ一 P と、周方向に並ぶ複数の測定位置とでは、反射防止膜の光学的膜厚の

バラツキが小さいことを表 している。

[0066] (実施例 3 )

[0067] 図 1 1 に示す条件 （膜構成、成膜条件）で、図 1 2 ( a ) に示す形状の凹

非球面 レンズの凹非球面 レンズ面 （面径 D = 1 1 . 3 1 5 m m、球欠長さ

Z = 2 . 8 7 m m、凹 R (近軸曲率中心における曲率半径）= 6 . 9 7 m m

、最大面角度 = 4 9 . 2 度）に 7 層からなる反射防止膜を形成 した。実施

例 3 で使用 した凹半球 レンズは、実施例 2 で使用 した凹半球 レンズ （図 9 (

a ) 参照）よりも面径が小さい。形成された反射防止膜の分光反射率を、実

施例 1 の場合と同様に、 レンズ面中心位置および、 レンズ光軸回りに9 0 度



間隔の 4 か所の各周方向の位置において測定 した。各周方向の位置では、そ

れぞれ、面角度が 2 8 度の測定位置 （レンズ光軸 を中心 とする直径が約 6 .

3 m mの位置）および、面角度が 4 2 度の測定位置 （レンズ光軸 を中心 とす

る直径が約 9 . 5 m mの位置）の 2 箇所で測定 した。 ここで、面角度 2 8 度

の各測定位置をA 1 ~ A 4 と し、面角度が 4 2 度の各測定位置を B 1 ~ B 4

と し、位置 A 1 及び B 1 、位置 A 2 及び B 2 、位置 A 3 及び B 3 、位置 A 4

及び B 4 のそれぞれを同一の径上の位置であるとする。

[0068] 本例 においても、反応性スパ ッタ リングによる成膜時には、 ターゲ ッ トの

表面 と凹非球面 レンズの凹非球面 レンズ面 との間の最大距離 L (図 1 参照）

を、 3 0 m m ~ 5 0 m mの範囲内の値 に設定 した。 また、成膜時の投入パ ヮ

—は S ί 0 2膜の場合には 3 k w 、 N b 2 0 5膜の場合には 2 k w と し、各層の

成膜速度 を、 0 . 0 1 ~ 2 . 0 0 n m / s e c の範囲内となるように制御 し

た。

[0069] 図 1 2 ( b ) には、形成 された 7 層の反射防止膜の各測定位置における分

光反射特性 を示 してある。 これ らの特性曲線は可視光の各波長帯域 において

特性 に分布は存在する。 しか しなが ら、形成 された反射防止膜が レンズ面の

中心部分および周辺部分において生 じている程度の光学特性分布では、 レン

ズと して使用 したときに実写像 にゴ一ス 卜は発生せず、光学的膜厚が実質的

に同 じ反射防止膜が形成 されていることを表 している。

[0070] よ り具体的には、図 1 2 ( b ) に示す特性曲線か ら分かるように、実施例

3 において形成 された反射防止膜 については、反射率 1 . 0 % における∆ ス

1 は、 1 2 n mであって 3 0 n m より短 く、光学的膜厚が実質的に同 じ反射

防止膜が形成 されていることを表 してお り、 また、反射率 1 . 0 % における

∆ ス2 は、 1 5 n mであって 6 0 n m より短いので、光学的膜厚が実質的に

同 じ反射防止膜が形成 されていることを表 している。

[0071 ] 図 1 3 は、実施例 3 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面の一部の

測定位置における反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。図 1 3 ( a )

は、センタ一 P と、径方向に並ぶ複数の測定位置 （位置 A 1、 B ) とにお



ける分光反射特性を示 し、図 1 3 ( b ) は、センタ一 P と、周方向に並ぶ複

数の測定位置 （位置 B 1 、 B 2 、 B 3 、 B 4 ) における分光反射特性を示す

[0072] 図 1 3 ( a ) に示すように、実施例 3 において形成された反射防止膜につ

いては、径方向に並ぶ複数の測定位置 （位置A 1 、 B 1 ) についての反射率

1 . 0 % における∆ ス 1 は、 1 1 n mであって 3 0 n mより短 く、また、 ∆

ス2 は、 1 5 n mであって 6 0 n mより短いので、センタ一 P と、径方向に

並ぶ複数の測定位置とでは、反射防止膜の光学的膜厚のバラツキが小さいこ

とを表 している。

[0073] また、図 1 3 ( b ) に示すように、実施例 3 において形成された反射防止

膜については、周方向に並ぶ複数の測定位置 （位置 B 1 、 B 2 、 B 3 、 B 4

) についての反射率 1 . 0 % における∆ ス 1 は、 1 2 门 でぁって 3 0 门

より短 く、また、 ∆ ス2 は、 1 5 n mであって 6 0 n mより短いので、セン

タ一 P と、周方向に並ぶ複数の測定位置とでは、反射防止膜の光学的膜厚の

バラツキが小さいことを表 している。

[0074] (実施例 4 )

[0075] 図 1 4 に示す条件 （膜構成、成膜条件）で、図 1 5 ( a ) に示す形状の凹

非球面 レンズの凹非球面 レンズ面 （面径 D = 1 0 . 9 5 m m、球欠長さZ

= 2 . 6 2 m m、凹 R (近軸曲率中心における曲率半径）= 7 . 4 1 m m、

最大面角度 = 5 1 . 7 度）に 7 層からなる反射防止膜を形成 した。形成さ

れた反射防止膜の分光反射率を、実施例 1 の場合と同様に、 レンズ面中心位

置 P および、 レンズ光軸回りに9 0 度間隔の4 か所の各周方向の位置におい

て測定 した。各周方向の位置では、面角度が4 0 度の位置 （レンズ光軸を中

心とする直径が約 9 . 4 m mの位置）で測定 した。ここで、面角度 4 0 度の

各測定位置を位置 B 1 ~ B 4 とする。

[0076] 本例においても、反応性スパッタリングによる成膜時には、ターゲットの

表面と凹非球面 レンズの凹非球面 レンズ面との間の最大距離 L (図 1参照）

を、 1 0 0 m m~ 2 0 0 m mの範囲内の値に設定 した。また、成膜時の投入



パワーはS ί 0 2膜の場合には3 k w 、 N b 2 0 5膜の場合には 2 k w とし、各

層の成膜速度を、 0 . 0 1 ~ 2 . 0 0 n m / s e c の範囲内となるように制

御 した。

[0077] 図 1 5 ( b ) には、形成された 7 層の反射防止膜の各測定位置における分

光反射特性を示 してある。 レンズ面中心位置と周辺位置の間での可視光の各

波長帯域における分光反射率は実用上差支えない程度 （レンズとして使用 し

たときに実写像にゴ一ス 卜が発生 しない程度）のバラツキに抑制されおり、

全体として光学的膜厚が実質的に同 じ反射防止膜が形成されていることが確

認された。

[0078] より具体的には、図 1 5 ( b ) に示す特性曲線から分かるように、実施例

4 において形成された反射防止膜については、反射率 1 . 0 % における∆ ス

1 は、 2 3 n mであって 3 0 n mより短いので、光学的膜厚が実質的に同 じ

反射防止膜が形成されていることを表 しており、また、反射率 1 . 0 % にお

ける∆ ス2 は、 5 2 n mであって 6 0 n mより短いので、光学的膜厚が実質

的に同 じ反射防止膜が形成されていることを表 している。

[0079] 図 1 6 は、実施例 4 における被成膜対象の光学 レンズのレンズ面の一部の

測定位置における反射防止膜の分光反射特性を示す図である。図 1 6 は、セ

ンタ一 P と、径方向に並ぶ測定位置 （位置 B 1 ) における分光反射特性を示

す。

[0080] 図 1 6 に示すように、実施例 4 において形成された反射防止膜については

、径方向の測定位置 （位置 B 1 ) についての反射率 1 . 0 % における∆ ス 1

は、 2 2 n mであって 3 0 n mより短 く、また、 ∆ ス2 は、 5 2 n mであつ

て 6 0 n mより短いので、センタ一 P と、径方向の測定位置とでは、反射防

止膜の光学的膜厚のバラツキが小さいことを表 している。

[0081 ] (実施例 5 )

[0082] 図 1 7 に示す条件 （膜構成、成膜条件）で、図 1 8 ( a ) に示す形状の凹

非面 レンズの凹非球面 レンズ面 （面径 D = 9 . 5 1 m m、球欠 d = 2 . 6

5 m m 凹 R (近軸曲率中心における曲率半径）= 4 . 9 0 m m、最大面角



度 = 4 9 . 4 度）に 7 層からなる反射防止膜を形成 した。形成された反射

防止膜の分光反射率を、実施例 1 の場合と同様に、 レンズ面中心位置および

、 レンズ光軸回りに9 0 度間隔の4 か所の各周方向の位置において測定 した

。各周方向の位置では、それぞれ、面角度が 2 8 度の測定位置 （レンズ光軸

を中心とする直径が約 5 . O m mの位置）および、面角度が4 2 度の測定位

置 （レンズ光軸を中心とする直径が約 7 . 6 m mの位置）の 2 箇所で測定 し

た。ここで、面角度 2 8 度の各測定位置をA 1 ~ A 4 とし、面角度が4 2 度

の各測定位置をB 1 ~ B 4 とし、位置A 1 及び B 1、位置A 2 及び B 2 、位

置A 3 及び B 3 、位置A 4 及び B 4 のそれぞれを同一の径上の位置であると

する。

[0083] 本例においても、反応性スパッタリングによる成膜時には、ターゲットの

表面と凹非球面 レンズの凹非球面 レンズ面との間の最大距離 L (図 1参照）

を、 3 0 m m~ 5 0 m mの範囲内の値に設定 した。また、成膜時の投入パヮ

—はS ί 0 2膜の場合には3 k w、 N b 2 0 5膜の場合には 2 k w とし、各層の

成膜速度を、 0 . 0 1 ~ 2 . 0 0 n m/ s e c の範囲内となるように制御 し

た。

[0084] 図 1 8 ( b ) には、形成された 7 層の反射防止膜の各測定位置における分

光反射特性を示 してある。これらの特性曲線は可視光の各波長帯域において

特性に分布は存在する。 しか しながら、形成された反射防止膜 1 4 がレンズ

面の中心部分および周辺部分において生 じている程度の光学特性分布では、

レンズとして使用 したときに実写像にゴ一ス 卜は発生せず、光学的膜厚が実

質的に同 じ反射防止膜が形成されていることを表 している。

[0085] より具体的には、図 1 8 ( b ) に示す特性曲線から分かるように、実施例

5 において形成された反射防止膜については、反射率 1 . 0 % における∆ ス

1 は、 1 0 n mであって 3 0 n mより短いので、光学的膜厚が実質的に同 じ

反射防止膜が形成されていることを表 しており、また、反射率 1 . 0 % にお

ける∆ ス2 は、 1 1 n mであって 6 0 n mより短いので、光学的膜厚が実質

的に同 じ反射防止膜が形成されていることを表 している。



[0086] 図 1 9 は、実施例 5 における被成膜対象の光学 レンズのレンズ面の一部の

測定位置における反射防止膜の分光反射特性を示す図である。図 1 9 ( a )

は、センタ一 P と、径方向に並ぶ複数の測定位置 （位置A 1 、 B ) とにお

ける分光反射特性を示 し、図 1 9 ( b ) は、センタ一 P と、周方向に並ぶ複

数の測定位置 （位置 B 1 、 B 2 、 B 3 、 B 4 ) とにおける分光反射特性を示

す。

[0087] 図 1 9 ( a ) に示すように、実施例 5 において形成された反射防止膜につ

いては、径方向に並ぶ複数の測定位置 （位置A 1 、 B 1 ) についての反射率

1 . 0 % における∆ ス 1 は、 8 n mであって 3 0 n mより短 く、また、 ∆ ス

2 は、 1 1 n mであって 6 0 n mより短いので、センタ一 P と、径方向に並

ぶ複数の測定位置とでは、反射防止膜の光学的膜厚のバラツキが小さいこと

を表 している。

[0088] また、図 1 9 ( b ) に示すように、実施例 5 において形成された反射防止

膜については、周方向に並ぶ複数の測定位置 （位置 B 1 、 B 2 、 B 3 、 B 4

) についての反射率 1 . 0 % における∆ ス 1 は、 1 0 门 でぁって 3 0 门

より短 く、また、 ∆ ス2 は、 1 1 n mであって 6 0 n mより短いので、セン

タ一 P と、周方向に並ぶ複数の測定位置とでは、反射防止膜の光学的膜厚の

バラツキが小さいことを表 している。

[0089] (実施例 6 )

[0090] 図 2 0 に示す条件 （膜構成、成膜条件）で、図 2 1 ( a ) に示す形状の凹

非球面 レンズの凹非球面 レンズ面 （面径 D = 9 . 5 1 m m、球欠長さZ =

2 . 6 5 m m、凹 R (近軸曲率中心における曲率半径）= 4 . 9 0 m m、最

大面角度 = 4 9 . 4 度）に 1層の反射防止膜を形成 した。形成された反射

防止膜の分光反射率を、実施例 1 の場合と同様に、 レンズ面中心位置および

、 レンズ光軸回りに9 0 度間隔の4 か所の各円周方向の位置において測定 し

た。各円周方向の位置では、それぞれ、面角度が 2 8 度の測定位置 （レンズ

光軸を中心とする直径が約 5 . O m mの位置）および、面角度が4 2 度の測

定位置 （レンズ光軸を中心とする直径が約 7 . 6 m mの位置）の 2 箇所で測



定 した。 ここで、面角度 2 8 度の各測定位置をA 1 ~ A 4 と し、面角度が 4

2 度の各測定位置を B 1 ~ B 4 と し、位置 A 1 及び B 1 、位置 A 2 及び B 2

、位置 A 3 及び B 3 、位置 A 4 及び B 4 のそれぞれを同一の径上の位置であ

るとする。

[0091 ] なお、上述の実施例 1 と同様 に、本実施例 においても基準波長 ス。= 5 5 0

n m における光学的膜厚係数 k に相当する記号 と して、膜構成 を示す記号 X

1 を用いる。膜構成 を示す光学的膜厚係数 X の数値は、以下の数値範囲を適

用可能である。光学的膜厚は、屈折率 n と物理膜厚 d との積で表 され、具体

的には、 n d = k X ス。/ 4 で表 される。

X = 0 . 7 0 1 . 3 0

[0092] また、本例 においても、反応性スパ ッタ リングによる成膜時には、 タ一ゲ

ッ 卜の表面 と凹非球面 レンズの凹非球面 レンズ面 との間の最大距離 L (図 1

参照）を、 3 0 m m ~ 5 0 m mの範囲内の値 に設定 した。 また、成膜時の投

入パ ワーは 3 k w と し、成膜速度 を、 0 . 0 1 ~ 2 . O O n m / s e c の範

囲内となるように制御 した。

[0093] 図 2 1 ( b ) には、形成 された 1 層構成の反射防止膜の各測定位置におけ

る分光反射特性 を示 してある。 これ らの特性曲線は可視光の各波長帯域 にお

いて特性 に分布は存在する。 しか しなが ら、、形成 された反射防止膜が レン

ズ面の中心部分および周辺部分において生 じている程度の光学特性分布では

、 レンズと して使用 したときに実写像 にゴース トは発生せず、光学的膜厚が

実質的に同 じ反射防止膜が形成 されていることを表 している。

[0094] よ り具体的には、図 2 1 ( b ) に示す特性曲線か ら分かるように、実施例

6 において形成 された反射防止膜 については、反射率 1 . 0 % における∆ ス

1 は、 1 2 n mであって 3 0 n m より短いので、光学的膜厚が実施的に同 じ

反射防止膜が形成 されていることを表 してお り、 また、反射率 1 . 0 % にお

ける∆ ス2 は、 3 8 n mであって 6 0 n m より短いので、光学的膜厚が実施

的に同 じ反射防止膜が形成 されていることを表 している。

[0095] 図 2 2 は、実施例 6 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面の一部の



測 定位 置 にお ける反射 防止膜 の分光反射特性 を示 す図であ る。 図 2 2 ( a )

は、 セ ンタ一 P と、径 方 向 に並ぶ複数 の測 定位 置 （位 置 A 1 、 B ) とにお

ける分光反射特性 を示 し、 図 2 2 ( b ) は、 セ ンタ一 P と、 周方 向 に並ぶ複

数 の測 定位 置 （位 置 B 1 、 B 2 、 B 3 、 B 4 ) とにお ける分光反射特性 を示

す。

[0096] 図 2 2 ( a ) に示 す よ うに、 実施例 6 において形成 され た反射 防止膜 につ

いて は、径 方 向 に並ぶ複数 の測 定位 置 （位 置 A 1 、 B 1 ) につ いての反射率

1 . 0 % にお ける ∆ ス 1 は、 2 n m であ って 3 0 n m よ り短 く、 また、 ∆ ス

2 は、 1 6 n m であ って 6 0 n m よ り短 いので、 セ ンタ一 P と、径 方 向 に並

ぶ複数 の測 定位 置 とで は、 反射 防止膜 の光学 的膜厚 のバ ラツキが小 さい こと

を表 して い る。

[0097] また、 図 2 2 ( b ) に示 す よ うに、 実施例 6 において形成 され た反射 防止

膜 につ いて は、 周方 向 に並ぶ複数 の測 定位 置 （位 置 B 1 、 B 2 、 B 3 、 B 4

) につ いての反射率 1 . 0 % にお ける ∆ ス 1 は、 1 1 门 でぁ って 3 0 门

よ り短 く、 また、 ∆ ス 2 は、 3 0 n m であ って 6 0 n m よ り短 いので、 セ ン

タ一 P と、 周方 向 に並ぶ複数 の測 定位 置 とで は、 反射 防止膜 の光学 的膜厚 の

バ ラツキが小 さい ことを表 して い る。

[0098] (比較例 1 )

[0099] 本 発 明の一実施形 態 にお ける実施例 1 ~ 6 との比較 のため に、 図 2 3 に示

す条件 （膜構成、成膜 条件 ） で、 蒸着 法 によ り、 凹非球 面 レンズ （M-TAFD305

、 S i 02シ ングル ） の凹非球 面 レンズ面 （面径 D = 1 0 . 9 5 m m、球 欠長 さ

Z = 2 . 6 2 m m、 凹 R (近軸 曲率 中心 にお ける曲率 半径 ） = 7 . 4 1 m m

、 最 大面角度 = 5 1 . 7 度 ） に 1 層 か らな る反射 防止膜 を形成 した。形成

され た反射 防止膜 の分光反射率 を、 実施例 6 の場合 と同様 に、 レンズ面 中心

位 置 お よび、 レンズ光軸 回 りに 9 0 度 間隔 の 4 か所 の各 円周方 向の位 置 で測

定 した。 各 円周方 向の測 定位 置 で は、 それ ぞれ、 面角度 が 2 8 度 の測 定位 置

( レンズ光軸 を中心 とす る直径 が約 6 . 8 m m の位 置 ） お よび、 面角度 が 4

2 度 の測 定位 置 （レンズ光軸 を中心 とす る直径 が約 9 . 6 m m の位 置 ） の 2



箇所で測定 した。 ここで、面角度 2 8 度 の各測定位置 を A 1 ~ A 4 と し、面

角度が 4 2 度 の各測定位置 を B 1 ~ B 4 と し、位置 A 1 及び B 1 、位置 A 2

及び B 2 、位置 A 3 及び B 3 、位置 A 4 及び B 4 のそれぞれを同一の径上の

位置であるとする。

[01 00] なお、膜構成 を示す光学的膜厚係数 X の数値 は以下の数値範囲を適用可

能である。光学的膜厚 n d は、上述の実施例 と同 じように して表せる。

X = 0 . 7 0 1 . 3 0

[01 0 1 ] 図 2 4 ( b ) には、形成 された反射防止膜の各測定位置 における分光反射

特性 を示 している。 これ らの特性曲線か ら分かるように、 レンズ面中心、 レ

ンズ面の周辺部 および これ らの間の レンズ面位置 において相互 に特性が大 き

く乖離 している。

[01 02] 比較例 1 は、実施例 6 との比較である。実施例 6 と比較例 1 とは、基材の

構成材料、反射防止膜が 1 層 （S i 0 2 ) か ら形成 される点で共通 し、膜の形

成方法の点で相違する。

[01 03] よ り具体的には、図 2 4 ( b ) に示す特性曲線か ら分かるように、比較例

1 において形成 された反射防止膜 については、反射率 1 . 0 % における ∆ ス

1 は、 1 0 8 n m であ って 3 0 n m よ り大 きく、 また、反射率 1 . 0 % にお

ける ∆ ス 2 は、 1 1 7 n m であ って 6 0 n m よ り大 きいので、 レンズと して

使用 した ときに、 ゴース トが生 じた。つまり、光学的膜厚が実質的に同 じで

はないことが言える。 これに比べて、本発明の一実施形態 に係 る光学薄膜形

成方法 によ りレンズ面 に反射防止膜 を形成 した実施例 6 では、反射防止膜の

反射率 1 . 0 % における ∆ ス 1 は、 1 2 n m であ り、 また、反射率 1 . 0 %

における ∆ ス 2 は、 3 8 n m であ って、光学的膜厚が実質的に同 じとなる反

射防止膜が形成 されてお り、本発明の一実施形態 に係 る光学薄膜形成方法 に

よ り反射防止膜 を形成することの優位性 を確認で きる。

[01 04] 図 2 5 は、比較例 1 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面の一部の

測定位置 における反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。図 2 5 ( a )

は、 セ ンタ一 P と、径方向に並ぶ複数の測定位置 （位置 A 1 、 B ) とにお



ける分光反射特性 を示 し、図 2 5 ( b ) は、 セ ンタ一 P と、周方向に並ぶ複

数の測定位置 （位置 B 1 、 B 2 、 B 3 、 B 4 ) とにおける分光反射特性 を示

す。

[01 05] 図 2 5 ( a ) に示すように、比較例 1 において形成 された反射防止膜 につ

いては、径方向に並ぶ複数の測定位置 （位置 A 1 、 B 1 ) についての反射率

1 . 0 % における ∆ ス 1 は、 7 0 n m であ って 3 0 n m よ り大 きく、 また、

∆ ス 2 は、 7 5 n m であ って 6 0 n m よ り大 きく、セ ンタ一 P と、径方向に

並ぶ複数の測定位置 とでは、反射防止膜の光学的膜厚のバ ラツキが大 きいこ

とを表 している。 これに比べて、本発明の一実施形態 に係 る光学薄膜形成方

法 によ りレンズ面 に反射防止膜 を形成 した実施例 6 では、径方向に並ぶ複数

の測定位置 についての反射防止膜の反射率 1 . 0 % における ∆ ス 1 は、 2 n

m であ り、 また、反射率 1 . 0 % における ∆ ス 2 は、 1 6 n m であ って、光

学的膜厚が実質的に同 じとなる反射防止膜が形成 されてお り、本発明の一実

施形態 に係 る光学薄膜形成方法 によ り反射防止膜 を形成することの優位性 を

確認することがで きる。

[01 06] また、図 2 5 ( b ) に示すように、比較例 1 において形成 された反射防止

膜 については、周方向に並ぶ複数の測定位置 （位置 B 1 、 B 2 、 B 3 、 B 4

) についての反射率 1 . 0 % における ∆ ス 1 は、 1 0 8 n m であ って 3 O n

m よ り大 きく、 また、 ∆ ス 2 は、 1 1 7 n m であ って 6 0 n m よ り大 きいの

で、セ ンタ一 口と、周方向に並ぶ複数の測定位置 とでは、反射防止膜の光学

的膜厚のバ ラツキが大 きいことを表 している。 これに比べて、本発明の一実

施形態 に係 る光学薄膜形成方法 によ りレンズ面 に反射防止膜 を形成 した実施

例 6 では、周方向に並ぶ複数の測定位置 についての反射防止膜の反射率 1 .

0 % における ∆ ス 1 は、 1 1 n m であ り、 また、反射率 1 . 0 % における ∆

ス 2 は、 3 0 n m であ って、光学的膜厚が実質的に同 じとなる反射防止膜が

形成 されてお り、本発明の一実施形態 に係 る光学薄膜形成方法 によ り反射防

止膜 を形成することの優位性 を確認することがで きる。

[01 07] 以上のように、図 2 5 ( b ) に示すように、蒸着法では、光学的膜厚が実



質 的 に 同 じ と な る 反 射 防 止 膜 を 形 成 す る こ と が で き な い が 、 本 発 明 の 一 実 施

形 態 に 係 る 光 学 薄 膜 形 成 方 法 に よ れ ば 、 光 学 的 膜 厚 が 実 質 的 に 同 じ反 射 防 止

膜 を 形 成 す る こ と が で き る 。

[01 08] ( 比 較 例 2 )

[01 09] 図 2 6 に 示 す 条 件 （膜 構 成 、 成 膜 条 件 ） で 、 ス パ ッ タ 法 に よ り、 図 2 7 (

a ) に 示 す 凹 非 球 面 レ ン ズ （M-TAFD305 、 S i 0 2シ ン グ ル ） の 凹 非 球 面 レ ン ズ 面

( 面 径 D = 8 . 6 4 m m 、 球 欠 長 さ Z = 2 . 5 m m 、 凹 R ( 近 軸 曲 率 中 心

に お け る 曲 率 半 径 ） = 4 . 9 2 m m 最 大 面 角 度 = 5 1 . 8 度 ） に 1 層 の

反 射 防 止 膜 を 形 成 した 。 形 成 さ れ た 反 射 防 止 膜 の 分 光 反 射 率 を 、 実 施 例 6 の

場 合 と 同 様 に 、 レ ン ズ 面 中 心 位 置 お よ び 、 レ ン ズ 光 軸 回 り に 9 0 度 間 隔 の 4

か 所 の 各 円 周 方 向 の 位 置 で 測 定 した 。 各 円 周 方 向 の 測 定 位 置 で は 、 そ れ ぞ れ

、 面 角 度 が 2 8 度 の 測 定 位 置 （レ ン ズ 光 軸 を 中 心 と す る 直 径 が 約 4 . 5 m m

の 位 置 ） お よ び 、 面 角 度 が 4 2 度 の 測 定 位 置 （レ ン ズ 光 軸 を 中 心 と す る 直 径

が 約 6 . 6 m m の 位 置 ） の 2 箇 所 で 測 定 した 。 こ こ で 、 面 角 度 2 8 度 の 各 測

定 位 置 を A 1 ~ A 4 と し、 面 角 度 が 4 2 度 の 各 測 定 位 置 を B 1 ~ B 4 と し、

位 置 A 1 及 び B 1 、 位 置 A 2 及 び B 2 、 位 置 A 3 及 び B 3 、 位 置 A 4 及 び B

4 の そ れ ぞ れ を 同 一 の 径 上 の 位 置 で あ る と す る 。

[01 10 ] な お 、 膜 構 成 を 示 す 光 学 的 膜 厚 係 数 X の 数 値 は 以 下 の 数 値 範 囲 を 適 用 可

能 で あ る 。 光 学 的 膜 厚 n d は 、 上 述 の 実 施 例 、 比 較 例 1 と 同 じよ う に して 表

せ る 。

X = 0 . 7 0 1 . 3 0

[01 1 1 ] 図 2 7 ( b ) に は 、 形 成 さ れ た 反 射 防 止 膜 の 各 測 定 位 置 に お け る 分 光 反 射

特 性 を 示 して あ る 。 こ れ ら の 特 性 曲 線 か ら分 か る よ う に 、 レ ン ズ 面 中 心 、 レ

ン ズ 面 の 周 辺 部 お よ び こ れ ら の 間 の レ ン ズ 面 位 置 の 間 で 特 性 が 大 き く乖 離 し

て い る 。

[01 12 ] よ り具 体 的 に は 、 図 2 7 ( b ) に 示 す 特 性 曲 線 か ら分 か る よ う に 、 比 較 例

2 に お い て 形 成 さ れ た 反 射 防 止 膜 に つ い て は 、 反 射 率 1 . 0 % に お け る ∆ ス

1 は 、 存 在 しな い 。 ま た 、 反 射 率 1 . 0 % に お け る ∆ ス 2 も 同 様 に 存 在 しな



し、。つまり、比較例 2 においては、 スパ ッタ法 によ り反射防止膜 を形成 して

いるが、図 2 7 ( b ) に示す特性曲線か らも分かるように、セ ンタ一 口にお

ける分光反射特性でさえ、所望の値 に形成で きていないことを示 している。

これ らの ことか らわかるように、比較例 2 は、各測定位置 において明 らかに

光学的膜厚が異な っている （実質的に同 じにな らない） ことを表 している。

[01 13] これ に比べて、本発明の一実施形態 に係 る光学薄膜形成方法 によ りレンズ

面 に反射防止膜 を形成 した実施例 6 では、反射防止膜の反射率 1 . 0 % にお

ける ∆ ス 1 は、 1 2 n m であ り、 また、反射率 1 . 0 % における ∆ ス 2 は、

3 8 n m であ って、光学的膜厚が実質的に同 じ反射防止膜が形成 されてお り

、本発明の一実施形態 に係 る光学薄膜形成方法 によ り反射防止膜 を形成する

ことの優位性 を確認することがで きる。

[01 14] 比較例 2 は、実施例 6 との比較である。実施例 6 と比較例 1 とは、基材の

構成材料、反射防止膜が 1 層 （S i 0 2 ) か ら形成 される点で共通 し、膜の形

成方法の点で相違する。

[01 15] 図 2 8 は、比較例 2 における被成膜対象の光学 レンズの レンズ面の一部の

測定位置 における反射防止膜の分光反射特性 を示す図である。図 2 8 ( a )

は、 セ ンタ一 P と、径方向に並ぶ複数の測定位置 （位置 A 1 、 B ) とにお

ける分光反射特性 を示 し、図 2 8 ( b ) は、 セ ンタ一 P と、周方向に並ぶ複

数の測定位置 （位置 B 1 、 B 2 、 B 3 、 B 4 ) とにおける分光反射特性 を示

す。

[01 16] 図 2 8 ( a ) に示すように、比較例 2 において形成 された反射防止膜 につ

いては、径方向に並ぶ複数の測定位置 （位置 A 1 、 B 1 ) についての反射率

1 . 0 % における ∆ ス 1 は、図 2 8 ( a ) か ら、明 らかに 3 0 n m よ り大 き

く、 また、 ∆ ス 2 は、図 2 8 ( a ) か ら、明 らかに 5 5 n m よ り大 きく、セ

ンタ一 P と、径方向に並ぶ複数の測定位置 とでは、反射防止膜の光学的膜厚

のバ ラツキが大 きいことを表 している。 これに比べて、本発明の一実施形態

に係 る光学薄膜形成方法 によ りレンズ面 に反射防止膜 を形成 した実施例 6 で

は、径方向に並ぶ複数の測定位置 についての反射防止膜の反射率 1 . 0 % に



おける ∆ ス 1 は、 2 n m であ り、 また、反射率 1 . 0 % における ∆ ス 2 は、

1 6 n m であ って、光学的膜厚が実質的に同 じ反射防止膜が形成 されてお り

、本発明の一実施形態 に係 る光学薄膜形成方法 によ り反射防止膜 を形成する

ことの優位性 を確認することがで きる。

[01 17] また、図 2 8 ( b ) に示すように、比較例 2 において形成 された反射防止

膜 については、周方向に並ぶ複数の測定位置 （位置 B 1 、 B 2 、 B 3 、 B 4

) についての反射率 1 . 0 % における ∆ ス 1 は、図 2 8 ( b ) か ら、明 らか

に 3 0 n m よ り大 きく、 また、 ∆ ス 2 は、図 2 8 ( b ) か ら、明 らかに 6 0

n m よ り大 きいので、セ ンタ一 口と、周方向に並ぶ複数の測定位置 とでは、

反射防止膜の光学的膜厚のバ ラツキが大 きいことを表 している。 これに比べ

て、本発明の一実施形態 に係 る光学薄膜形成方法 によ り同一形状の レンズ面

に反射防止膜 を形成 した実施例 6 では、周方向に並ぶ複数の測定位置 につい

ての反射防止膜の反射率 1 . 0 % における ∆ ス 1 は、 1 1 n m であ り、 また

、反射率 1 . 0 % における ∆ ス 2 は、 3 0 n m であ って、光学的膜厚が実質

的に同 じ反射防止膜が形成 されてお り、本発明の一実施形態 に係 る光学薄膜

形成方法 によ り反射防止膜 を形成することの優位性 を確認することがで きる

[01 18] なお、比較例 2 における図 2 7 ( b ) 、 図 2 8 ( a ) 及び図 2 8 ( b ) に

おいては、セ ンタ一 P の分光反射特性が反射率 1 . 0 % と交点を持たないた

め、 ∆ ス 1 及び ∆ ス 2 については図中に示 していない。

[01 19] 以上のように、従来のスパ ッタ法では、光学的膜厚が実質的に同 じ反射防

止膜 を形成することがで きないが、本発明の一実施形態 に係 る光学薄膜形成

方法 によれば、光学的膜厚が実質的に同 じ反射防止膜 を形成することがで き

る。

[01 20] 最後 に、本発明の一実施形態 を、図等 を用いて総括する。

[01 2 1 ] 本発明の一実施形態 にかかる光学 レンズ 3 は、曲面状 に形成 された非球面

レンズ面 3 a と、非球面 レンズ面 3 a に形成 された反射防止膜 1 4 とを備 え

る。非球面 レンズ面 3 a は、非球面 レンズ面 3 a のセ ンタ一 P を含む第 1 の



部位 と、第 1 の部位か ら離れた第 2 の部位 とを有する。第 1 の部位上の反射

防止膜 1 4 の光学的膜厚 と、第 2 の部位上の反射防止膜 1 4 の光学的膜厚 は

、実質的に同 じである。

[01 22] ここで、第 1 の部位上の反射防止膜 1 4 の光学的膜厚 と、第 2 の部位上の

反射防止膜 1 4 の光学的膜厚が実質的に同 じとは、光学的膜厚 （n d ) が実

質的に同 じとは、光の干渉が同 じであることを意味 し、第 1 の部位上の反射

防止膜 1 4 と第 2 の部位上の反射防止膜 1 4 における反射率、屈折率、透過

率な どの光学特性が実質的に同 じになることを言 う。換言すれば、 レンズと

して使用 した ときに、実写像 にゴ一ス 卜が生 じない程度の光学特性分布であ

れば、光学的膜厚が実質的に同 じであると言える。 また、第 1 の部位上の反

射防止膜 1 4 と、第 2 の部位上の反射防止膜 1 4 とを入れ替えた と しても、

光学特性が実質的に同 じであるとも言える。

[01 23] また、第 2 の部位 は、例 えば、光学 レンズ 3 の曲面状表面の面角度が大 き

くなる部位 とすることがで きるが、例 えば、面角度が 2 5 度以上 となる部位

であ っても良 く、面角度が 2 8 度以上、 3 0 度以上、 4 0 度以上、 4 8 度以

上、 5 0 度以上のように、任意の面角度の部位 と しても良い。第 2 の部位 は

、光学 レンズ 3 と して、第 1 の部位 と実質的に同 じであることが好 ま しい部

位 とすれば良い。なお、光学 レンズ 3 は、 いずれの面角度の部位であ っても

、第 1 の部位の光学薄膜の光学的膜厚 と実質的に同 じにすることがで きる。

[01 24] 好 ま しくは、光学 レンズ 3 において、分光反射特性 において所定の反射率

を満たす、第 1 の部位 （セ ンタ一 P ) 上 に形成 される反射防止膜 1 4 の最 も

短波長側の波長 と、第 2 の部位上 に形成 される反射防止膜 1 4 の最 も短波長

側の波長 との第 1 の波長差 （∆ ス 1 ) は 5 0 n m以下である、 または、第 1

の部位 （セ ンタ一 P ) 上 に形成 される反射防止膜 1 4 の最 も長波長側の波長

と、第 2 の部位上 に形成 される反射防止膜 1 4 の最 も長波長側の波長 との第

2 の波長差 （∆ ス 2 ) は 1 0 0 n m以下である。

[01 25] さ らに、好 ま しくは、光学 レンズ 3 において、紫外領域か ら近赤外領域の

分光反射特性 において反射率 1 . 0 % を満たす場合 に、第 1 の波長差 （∆ ス



1 ) は 3 0 n m以下である、 または、第 2 の波長差 （∆ ス 2 ) は 6 0 n m以

下である。

[01 26] また、好 ま しくは、光学 レンズ 3 において、第 2 の部位 は複数あ り、複数

の第 2 の部位 は、非球面 レンズ 3 a の径方向に配置 された複数の部位 （例 え

ば、位置 A 1 ~ A 4 をそれぞれ有する 4 つの部位）を含み、第 2 の部位の各

々に対する第 2 の波長差 （∆ ス 2 ) は、 6 0 n m以下である。

[01 27] また、好 ま しくは、光学 レンズ 3 において、第 2 の部位 は複数あ り、複数

の第 2 の部位 は、非球面 レンズ 3 a の周方向に配置 された複数の部位 （例 え

ば、位置 A 1 、 B 1 、 C をそれぞれ含む 3 つの部位）を含み、第 2 の部位

の各 々に対する第 2 の波長差 （∆ ス 2 ) は、 6 0 n m以下である。

[01 28] また、好 ま しくは、光学 レンズ 3 において、反射防止膜 1 4 は、図 2 0 に

示すように、単層膜であ り、光学 レンズ 3 の表面 に、酸化シ リコンによ り形

成 される。

[01 29] また、好 ま しくは、光学 レンズ 3 において、反射防止膜 1 4 は、図 5 、 図

8 、 図 1 1 、 図 1 4 、 または図 1 7 に示すように、多層膜である。

[01 30] また、 さ らに、好 ま しくは、光学 レンズ 3 において、反射防止膜 1 4 は、

図 5 、 図 8 、 図 1 1 、 図 1 4 、 または図 1 7 に示すように、光学 レンズ 3 の

表面 に、酸化 シ リコ ンによ り形成 される層 と、酸化ニオ ブによ り形成 される

層 とを交互 に積層 した多層膜である。

[01 3 1 ] また、 さ らに別の他の局面では以下のように捉 えることがで きる。本発明

の一実施形態 に係 る反応性 スパ ッタ リング装置 1 は、処理室 2 を有 し、非球

面 レンズ面 3 a を有する光学 レンズ 3 に反射防止膜 1 4 を処理室 2 において

形成する装置である。反応性 スパ ッタ リング装置 1 は、処理室 2 内の空気を

排気する排気機構 1 1 と、真空状態 に保持 された処理室 2 内に不活性 ガスを

供給する不活性 ガス供給機構 1 2 と、真空状態 に保持 された処理室 2 内に活

性 ガスを供給する活性 ガス供給機構 1 3 とを有する。 また、反応性 スパ ッタ

リング装置 1 は、処理室 2 内に設 け られ、光学 レンズ 3 が配置 されるワーク

ホル ダ一 4 と、処理室 2 内においてワークホル ダ一 4 に対向配置 されたタ一



ゲ ッ 卜5 とを有する。 また、反応性 スパ ッタ リング装置 1 は、 タ一ゲ ッ 卜5

の粒子が出るようタ一ゲ ッ 卜5 に電圧 を印加する電源 7 と、処理室 2 内に設

け られ、処理室 2 内の空間の一部分であ ってタ一ゲ ッ 卜5 とワークホル ダ一

4 との間の空間である特定空間 8 を取 り囲む ことが可能である遮蔽部 9 とを

有する。

[01 32] 好 ま しくは、反応性 スパ ッタ リング装置 1 において、遮蔽部 9 の最下部の

位置は、 ワークホル ダ一 4 に配置 された光学 レンズ 3 の最 も高い位置 と同 じ

かそれよ りも低 い。

[01 33] また、好 ま しくは、反応性 スパ ッタ リング装置 1 において、非球面 レンズ

面 3 a が凹面形状 を有する。反応性 スパ ッタ リング装置 1 において、光学 レ

ンズ 3 をヮ一クホル ダ一 4 上 に配置 した状態 において、 レンズ面表面の面径

D を凹面形状 における球欠長 さ Z で除 した値 を、 タ一ゲ ッ 卜5 表面か ら凹面

形状の最 も遠い位置 までの距離 L でさ らに除 した ときの値が 0 . 0 1 0 ~ 1

0 の範 囲 となるようにワークホル ダ一 4 及びタ一ゲ ッ 卜5 が配置 されている

。つまり、 ワークホル ダ一 4 及びターゲ ッ ト5 は、 D / Z / L によ り算出さ

れる値の範囲内に配置 されている。 また、好 ま しくは、反応性 スパ ッタ リン

グ装置 1 が、第 1 の変更 と第 2 の変更の うちの少な くとも一方 を行 う位置変

更部 1 5 を更に備 える。第 1 の変更は、遮蔽部 9 の ワークホル ダ一 4 に対す

る相対的な位置 を、特定空間 8 を取 り囲む第 1 の位置か ら、第 1 の位置 よ り

もワークホル ダ一 4 と遮蔽部 9 とが離れた第 2 の位置へ と変更することであ

る。第 2 の変更は、相対的な位置 を、第 2 の位置か ら第 1 の位置へ と変更す

ることである。

[01 34] また、 さ らに別の他の局面では以下のように捉 えることがで きる。本発明

の一実施形態 に係 る光学薄膜形成方法は、非球面 レンズ面 3 a を有する光学

レンズ 3 に反射防止膜 1 4 を形成する反射防止膜形成方法である。反射防止

膜形成方法は、処理室 2 内のワークホル ダ一 4 上 に光学 レンズ 3 を配置する

配置工程 と、光学 レンズ 3 が処理室 2 内に配置 された状態で、処理室 2 内を

真空排気する排気工程 とを有する。 また、反射防止膜形成方法は、真空排気



した後 に処理室 2 内に活性 ガスおよび不活性 ガスを供給するガス供給工程 と

、 ワークホル ダ一 4 に平行な状態で対向配置 されたターゲ ッ 卜5 に対 して電

圧 を印加することによ り、不活性 ガスがタ一ゲ ッ 卜5 に衝突 してタ一ゲ ッ 卜

5 か らタ一ゲ ッ 卜5 の粒子を引 き出すスパ ッタエ程 とを有する。 また反射防

止膜形成方法は、特定空間 8 を遮蔽部 9 によ り取 り囲んだ状態で、 スパ ッタ

工程 によ り得 られるターゲ ッ トの粒子、 または、活性 ガスと反応 した粒子が

、光学 レンズ 3 ) の曲面状表面 に堆積する光学薄膜形成工程 を有する。

[01 35] また、好 ま しくは、反射防止膜形成方法 において、光学薄膜形成工程で、

光学 レンズ 3 は、特定空間 8 の中のターゲ ッ トの粒子の平均 自由行程 と、遮

蔽部 9 の内側面の距離 との比で求め られるクヌ一セ ン数が 0 . 3 よ り小さい

領域 に配置 されている。

[01 36] また、好 ま しくは、反射防止膜形成方法 において、光学 レンズ 3 の非球面

レンズ面 3 a が粘性流状態 となる粘性流領域 内に位置するように、 タ一ゲ ッ

卜5 に対 してワークホル ダ一 4 が配置 されている。

[01 37] また、別の他の局面では以下のように捉 えることがで きる。本発明の一実

施形態 にかかる光学 レンズ 3 は、光学薄膜の分光反射率の所定の反射率 また

は光学薄膜の分光透過率の所定の透過率 において、第 1 の部位上の最 も短波

長側の波長 に対 して、第 2 の部位上の最 も短波長側の波長差 は、 ± 5 0 n m

以下である、 または、分光反射率の所定の反射率 または分光透過率の所定の

透過率 において、第 1 の部位上の最 も長波長側の波長 に対 して、第 2 の部位

上の最 も長波長側の波長差 は、 ± 1 0 0 n m以下である。 また、 さ らに別の

他の局面では以下のように捉 えることがで きる。本発明の一実施形態 にかか

る光学素子 （光学 レンズ 3 ) は曲面状 に形成 された曲面状表面 と、曲面状表

面上 に形成 された光学薄膜 と備 え。曲面状表面は、曲面状表面の中心 を含む

第 1 の部位 と、第 1 の部位か ら離れて、同一直線状 に並んで設 け られる複数

の第 2 の部位 とを有 し、光学薄膜の分光反射率の所定の反射率 または光学薄

膜の分光透過率の所定の透過率 における最 も短波長側の波長 において、複数

の第 2 の部位上 における最 も短波長 となる第 1 の波長 と、複数の第 2 の部位



上 における最 も長波長 となる第 2 の波長 との波長差 は、 3 0 n m以下である

、 または、光学薄膜の分光反射率の所定の反射率 または光学薄膜の分光透過

率の所定の透過率 における最 も長波長側の波長 において、複数の第 2 の部位

上 における最 も短波長 となる第 3 の波長 と、複数の第 2 の部位上 における最

も長波長 となる第 4 の波長 との波長差 は、 6 0 n m以下である。

[01 38] また、 さ らに別の他の局面では以下のように捉 えることがで きる。本発明

の一実施形態 にかかる光学素子 （光学 レンズ 3 ) は、 曲面状 に形成 された曲

面状表面 と、曲面状表面上 に形成 された光学薄膜 とを備 える。曲面状表面は

、曲面状表面の中心 を含む第 1 の部位 と、第 1 の部位か ら離れて、同一円周

状 に並んで設 け られる複数の第 2 の部位 とを有 し、光学薄膜の分光反射率の

所定の反射率 または光学薄膜の分光透過率の所定の透過率 における最 も短波

長側の波長 において、複数の第 2 の部位上 における最 も短波長 となる第 1 の

波長 と、複数の第 2 の部位上 における最 も長波長 となる第 2 の波長 との波長

差 は、 3 0 n m以下である、 または、光学薄膜の分光反射率の所定の反射率

または光学薄膜の分光透過率の所定の透過率 における最 も長波長側の波長 に

おいて、複数の第 2 の部位上 における最 も短波長 となる第 3 の波長 と、複数

の第 2 の部位上 における最 も長波長 となる第 4 の波長 との波長差 は、 6 0 η

m以下である。

[01 39] 以上、本発明の一実施形態、幾つかの実施例及び比較例 を説明 したが、 こ

れ らは、本発明の説明のための例示であ って、本発明の範囲をこれ らにのみ

限定する趣 旨ではない。すなわち、本発明は、他の種 々の形態でも実施する

事が可能である。例 えば、曲面状 は、 自由曲面状であ っても良い。被成膜材

は、光学素子に限 られない。光学素子は、光学 レンズ 3 に限 られない。 また

、被成膜材 と して、 1 つの被成膜材 に対 して 1 つの凹状 レンズ面及び レンズ

面の外周 にラン ド面が形成 された形態 について説明 したが、 1 つの被成膜材

に対 して複数の凹状 レンズ面が形成 され、各 レンズ面間をラン ド面 によ り接

続 した形状の被成膜材 を用いてもよい。 また、被成膜対象 とする面は、凹状

表面 に限 られず、曲面 と平面か らなる表面や複数の平面か ら構成 される面 を



対象 とすることもでき、被成膜面が曲面や平面であつても光学的膜厚が実質

的に同 じ光学薄膜 を形成することができる。

[0140] また、粘性流領域内に レンズを配置 して反射防止膜 を形成する態様 につい

て説明 したが、 これに限 られず、中間流領域 に レンズを配置 して反射防止膜

を形成するように してもよ く、 この場合には、 クヌ一セン数 を 0 . 0 1 ~ 0

. 3 の範囲で設定すればよい。

[0141 ] また、被成膜材が凸状 レンズの場合に、遮蔽部の最下部の位置は、配置部

上に配置された凸状 レンズの少な くとも レンズ面の最も低い位置 と同 じかそ

れよりも低 く配置することができる。 また、本発明の一実施形態において、

分光反射率 を例 に説明 したが、 これに限 られない。例えば、反射率 と表裏一

体の関係 にある透過率 を指標 に して分光透過率 についても本発明を適用する

ことができる。

[0142] また、光学薄膜 と しては、単層及び多層膜 とすることができ、多層膜の場

合には、 5 層、 1 0 層、数十層、 1 0 0 層以上 とすることができる。

[0143] また、 レンズ以外の例えば、曲面型 ミラー （反射型光学素子）、曲面型 フ

ィルター、 ア レー状光学素子 （レンズア レー、 プ リズムア レー）、 ファイン

ダ一素子、回折型光学素子、 フレネル レンズなどの被成膜材に対 しても本発

明を用いることができる。

符号の説明

1 反応性スパ ッタ リング装置

2 処理室

3 光学 レンズ

3 a レンズ面

3 b 外周縁

3 c ラン ド面

4 ワークホルダ一

4 a ワーク設置面

5 タ一ゲ ッ 卜



タ一ゲ ッ 卜表面

スパ ッタ電極

電源

空間

遮蔽部

排気機構

不活性 ガス供給機構

活性 ガス供給機構

反射防止膜

タ一ゲ ッ 卜表面 とレンズ面の間の最大距離



請求の範囲

曲面状 に形成 された曲面状表面 と、

前記曲面状表面上 に形成 された光学薄膜 と

を備 え、

iJ言己曲面状表面は、

前記曲面状表面の中心 を含む第 1 の部位 と、

前記第 1 の部位か ら離れた第 2 の部位 と

を有 し、

前記第 1 の部位上の光学薄膜の光学的膜厚 と、前記第 2 の部位上の

光学薄膜の光学的膜厚 は、実質的に同 じである、

光学素子。

前記光学薄膜の分光反射率の所定の反射率 または前記光学薄膜の分

光透過率の所定の透過率 において、前記第 1 の部位上の最 も短波長側

の波長 と、前記第 2 の部位上の最 も短波長側の波長 との第 1 の波長差

は、 5 0 n m以下である、

または、

前記光学薄膜の分光反射率の所定の反射率 または前記光学薄膜の分

光透過率の所定の透過率 において、前記第 1 の部位上の最 も長波長側

の波長 と、前記第 2 の部位上の最 も長波長側の波長 との第 2 の波長差

は、 1 0 0 n m以下である、

請求項 1 記載の光学素子。

前記光学薄膜 は、反射防止膜であ り、

紫外領域か ら近赤外領域の分光反射特性 において分光反射率 1 . 0

% を満たす場合 に、

前記第 1 の波長差 は 3 0 n m以下である、 または、

前記第 2 の波長差 は 6 0 n m以下である、

請求項 2 記載の光学素子。

前記第 2 の部位 は複数あ り、



複数の前記第 2 の部位の各 々は、前記曲面状表面の径方向に配置 さ

れ、

前記複数の第 2 の部位の各 々について、前記第 2 の波長差 は、 6 0

n m以下である、

請求項 2 または 3 記載の光学素子。

[ 請求項 5] 前記第 2 の部位 は複数あ り、

複数の前記第 2 の部位の各 々は、前記曲面状表面の周方向に配置 さ

れ、

前記複数の第 2 の部位の各 々について、前記第 2 の波長差 は、 6 0

n m以下である、

請求項 2 ~ 4 のいずれか 1 項 に記載の光学素子。

[ 請求項 6] 前記光学薄膜 は、単層膜であ り、

前記単層膜 は、前記光学素子の表面 に、酸化 シ リコ ンによ り形成 さ

れる層である、

請求項 1 ~ 5 のいずれか 1 項 に記載の光学素子。

[ 請求項7] 前記光学薄膜 は、多層膜である、

請求項 1 ~ 5 のいずれか 1 項 に記載の光学素子。

[ 請求項8] 前記光学薄膜 は、前記光学素子の表面 に、酸化シ リコンによ り形成

される層 と、酸化ニオ ブによ り形成 される層 とを交互 に積層 した多層

膜である、

請求項 7 記載の光学素子。

[ 請求項 9] 処理室 を有 し、曲面状表面 を有する被成膜材 に光学薄膜 を前記処理

室 において形成する光学薄膜形成装置 において、

前記処理室内の空気を排気する排気部 と、

真空状態 に保持 された前記処理室内に活性 ガスおよび不活性 ガスを

供給するガス供給部 と、

前記処理室内に設 け られ、前記被成膜材が配置 される配置部 と、

前記処理室内において前記配置部 に対向配置 されたターゲ ッ トと、



前記 ターゲ ッ 卜の粒子が出るよう前記 ターゲ ッ 卜に電圧 を印加する

電源 と、

前記処理室内に設 け られ、前記処理室内の空間の一部分であ って前

記 ターゲ ッ トと前記配置部 との間の空間である特定空間を取 り囲む こ

とが可能である遮蔽部 と、

を備 え、

光学薄膜形成装置。

[ 請求項 10] 前記遮蔽部の最下部の位置は、前記配置部 に配置 された前記被成膜

材の最 も高い位置 と同 じかそれよ りも低 い、

請求項 9 記載の光学薄膜形成装置。

[ 請求項 11] 前記被成膜材は、光学素子であ り、

前記曲面状表面は、凹面形状 を有 し、

前記光学素子を前記配置部上 に配置 した状態 において、前記曲面状

表面の面径 を前記凹面形状 における球欠長 さで除 した値 を、前記 タ一

ゲ ッ 卜表面か ら前記凹面形状の最 も遠い位置 までの距離でさ らに除 し

た ときの値が 0 . 0 1 0 ~ 1 0 の範囲 となるように前記配置部及び前

記 タ一ゲ ッ 卜が配置 されている、

請求項 9 または 1 0 記載の光学薄膜形成装置。

[ 請求項 12 ] 第 1 の変更 と第 2 の変更の うちの少な くとも一方 を行 う位置変更部

を更に備 え、

前記第 1 の変更は、前記遮蔽部の前記配置部 に対する相対的な位置

を、前記特定空間を取 り囲む第 1 の位置か ら、前記第 1 の位置 よ りも

前記配置部 と前記遮蔽部 とが離れた第 2 の位置へ と変更することであ

し」、

前記第 2 の変更は、前記相対的な位置 を、前記第 2 の位置か ら前記

第 1 の位置へ と変更することである、

請求項 9 ~ 1 のいずれか 1 項 に記載の光学薄膜形成装置。

[ 請求項 13 ] 曲面状表面 を有する被成膜材 に光学薄膜 を形成する光学薄膜形成方



法 において、

処理室内の配置部上 に前記被成膜材 を配置する配置工程 と、

前記被成膜材が前記処理室内に配置 された状態で、前記処理室内を

真空排気する排気工程 と、

真空排気 した後 に前記処理室内に活性 ガスおよび不活性 ガスを供給

するガス供給工程 と、

前記配置部 に対向配置 されたターゲ ッ 卜に電圧 を印加することによ

り、前記不活性 ガスが前記 ターゲ ッ 卜に衝突 して前記 ターゲ ッ 卜か ら

前記 タ一ゲ ッ 卜の粒子を出すスパ ッタエ程 と、

前記処理室内の空間の一部分であ つて前記 ターゲ ッ 卜と前記配置部

との間の空間である特定空間を遮蔽部 によ り取 り囲んだ状態で、前記

スパ ッタエ程 によ り得 られる前記 ターゲ ッ トの粒子、 または、前記活

性 ガスと反応 した前記粒子が、前記被成膜材の前記曲面状表面 に堆積

する光学薄膜形成工程 と

を有する光学薄膜形成方法。

[ 請求項 14] 前記光学薄膜形成工程 において、前記被成膜材は、前記特定空間の

中の前記 タ一ゲ ッ 卜の粒子の平均 自由行程 と、前記遮蔽部の内側面の

距離 との比で求め られるクヌ一セ ン数が 0 . 3 よ り小さい領域 に配置

されている、

請求項 1 3 記載の光学薄膜形成方法。
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A 2004. 03. 04, 【0 0 7 5 】 & US 2003/0228413 Al 12
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& US 6423565 Bl & US 2003/0129810 Al & US 2005/0158891 Al & EP

1160880 A2

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ペー ジの続き） （2 0 0 9 年 7 月）
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第 Π欄 請求の範囲の一部の調査ができない ときの意見 （第 1 ページの 2 の続き）

法第 8条第3項 （P C T 17条 （2) (a) ) の規定によ り、 こ の 国際調査報告 は次の理 由に よ り請求の範 囲の一部 について作
成 しなかった。

1 . 請求項 は、この国際調査機 関が調査 をす ることを要 しない対象 に係 るものである。
つま り、

2 . 請求項 は、有意義な国際調査 をす ることができる程度まで所定の要件 を満
ない国際出願 の部分に係 るものである。つま り、

3 . 請求項 は、従属請求の範囲であって P C T 規則 6. 4 (a) の第 2 文及び第3文の規定に
従って記載 されていない。

第 欄 発明の単一性が欠如 しているときの意見 （第 1 ページの 3 の続 き）

次に述べ るよ うにこの国際出願 に二以上の発明があるとこの国際調査機 関は認 めた。
請求項 9 に係 る発 明である光学薄膜形成装置 は必ず しも請求項 1 に係 る発 明の光学素子 を

作成す るためのものでは無い し、請求項 1 に係 る発 明の光学素子は必ず しも請求項 9 に係 る発
明である光学薄膜形成装置によって作成 された ものではない。よって、請求項 1 に係 る発 明 と
請求項 9 に係 る発 明は、同一の又は対応す る特別 な技術的特徴 を有 しない。そ して、請求の範
囲には以下に示す 2 の発 明 （群）が含 まれ る。
(発 明 1 ) 請求項 1 8 に係 る発 明
(発 明 2 ) 請求項 9 1 4 に係 る発 明

1 . 出願人が必要な追加調査手数料 をすベて期間内に納付 したの で 、 この 国際調査報告は、すべての調査可能な請求
項について作成 した。

2 . 追加調査手数料 を要求す るまでもなく、すべての調査可能な請求項について調査す ることができたので、追加調
查手数料の納付 を求めなかった。

3 . 出願人が必要な追加調査手数料 を一部のみ しか期間内に納付 しなかったので、この国際調査報告は、手数料の納
付のあった次の請求項のみについて作成 した。

4 . 出願人が必要な追加調査手数料 を期間内に納付 しなかったの で 、 この 国際調査報告は、請求の範囲の最初に記載
されてい る発明に係 る次の請求項について作成 した。

追加調査手数料の異議の申立てに関す る注意
□ 追加調査手数料及び、該当す る場合には、異議 申立手数料の納付 と共に、出願人か ら異議 申立てがあった。

追加調査手数料の納付 と共に出願人か ら異議 申立てがあつたが、異議 申立手数料が納付命令書に示 した期間
内に支払われなかった。

追加調査手数料の納付はあったが、異議 申立てはなかった。

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 1 ページの続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9 年 7 月）
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